
平成２９年度第２回 鹿児島市地域情報化推進委員会

○日時：平成２９年８月２８日(月)

１０時～１１時

○場所：東別館９階特別中会議室

会 次 第

  １ 開会

２ 協議

   (1) 第三次鹿児島市地域情報化計画の総括案について

   (2) 次期鹿児島市地域情報化計画の骨子案について     

  ３ 閉会

配 布 資 料

                                   

・【資料１】第三次鹿児島市地域情報化計画総括案（一覧表）

    (参考資料１) 第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

    (参考資料２) (1)第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）

     (2)次期地域情報化計画（掲載検討施策）

・【資料２】次期鹿児島市地域情報化計画策定の考え方（案）

(参考資料３) 鹿児島市の情報化に関する市民意識調査について（調査結果概要）

・【資料３】次期鹿児島市地域情報化計画骨子案

    (参考資料４) 第三次鹿児島市地域情報化計画体系図

(参考資料５) 次期鹿児島市地域情報化計画策定事業について



第三次鹿児島市地域情報化計画総括案（一覧表）

H25 H26 H27 H28 H29予定

1 1 電子行政の推進 1 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

2 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

3 3 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

☆ 4 4 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

5 5 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

6 6 ○ ○ ○ ◎ ◎ ④ ③ 終了

7 7 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

8 8 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

9 9 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

10 10 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

11 11 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

12 12 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

13 13 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

14 14 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

15 15 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

16 16 - ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

17 17 - - - - ◎ ② ③ 終了

18 18 - - - ◎ ◎ ④ ③ 終了

19 2 地域のICT利活用促進 1 ○ ○ ○ ○ ○ ④ ④ 継続

20 2 ○ ○ ○ ○ ○ ④ ④ 継続

21 3 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

22 4 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

☆ 23 5 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

24 6 - - △ ◎ ◎ ② ④ 継続

25 3 環境に配慮した情報化の推進 1 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

26 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

27 3 - - - ◎ ◎ ④ ④ 継続

28 4 観光･交流における情報化の推進 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

29 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

30 3 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

☆ 31 4 △ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

32 5 - ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

33 5 地域産業における情報化の推進 1 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

34 2 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

35 6 ICTを活用した子育て支援の充実 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

36 2 ○ ○ ○ ◎ ◎ ④ ③ 終了

☆ 37 7 ICTを活用した高齢化対策の推進 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

38 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

39 8 ICTを活用した福祉･医療の充実 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

☆ 40 9 ICTを活用した危機管理･防災力の充実 1 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

41 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

42 3 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

43 4 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

☆ 44 5 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

☆ 45 6 △ △ △ △ △ ① ② 継続

46 7 - ○ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

47 10 学校における情報教育の充実 1 ○ ○ ○ ◎ ◎ ④ ④ 継続

48 2 ○ ○ ○ ○ ○ ④ ④ 継続

49 3 ○ ○ ○ ○ ○ ④ ④ 継続

50 4 ○ ○ ○ ○ ○ ④ ③ 終了

51 5 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

☆ 52 11 生涯学習におけるICT活用 1 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

53 2 ○ ○ ○ ○ ◎ ④ ④ 継続

54 3 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ④ 継続

55 12 文化情報の発信 1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

56 13 都市基盤施設におけるICT活用 1 ○ ○ ○ ○ ○ ② ② 継続

57 2 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

58 14 ICTを活用した交通環境の充実 1 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ④ ③ 終了

☆ 59 2 - - - ◎ ◎ ④ ③ 終了

◎ 25 39 43 50 52 ① 1 0 継続

○ 24 14 10 7 6 ② 3 2 36

△ 2 1 2 1 1 ③ 0 23 終了

計 51 54 55 58 59 ④ 55 34 23

交通

教育

教育

教育

市民

水道

教育

教育

教育

教育

市民

建設

交通

総務

水道

総務

建設

総務

病院

市民

次期計画への
掲載の見通し

総務

環境

観光
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活用状況 達成度局

企画

産業

市民

総務

総務

健康

総務

新電車運行情報システムの導入

鹿児島市ホームページの充実(リニューアル等)

SNS等を活用した市政情報発信の充実

パブリックコメント手続の意見提出における電子申請(簡易申請)の活用

鹿児島市総合案内コールセンター(サンサンコールかごしま)の運営

観光ホームページの運営

総務

市民

市民

市民

総務

市民

総務

建設

水道

学習用･校務用機器等の整備

ICT支援員の派遣

情報教育(情報モラル等)の充実

安心ネットワーク１１９の拡充

デジタル防災行政無線の整備

消防緊急通信指令システムの再構築(デジタル化対応)

ICT-BCP(業務継続計画)の策定

SNS等を活用した防災情報の発信

子育て支援情報サイトの構築

ひとり暮らし高齢者宅等への安心通報システムの設置

かごしまデジタルミュージアムの充実

インターネットを活用した１１９番通報の受理

避難行動要支援者管理システムの導入

総務

教育

総務

総務

総務

海外旅行エージェントに対する｢さきどり情報｣の発信

外国人観光客の受入体制の整備

健康

健康

環境

観光

観光

観光

観光

消防

消防

総務

消防

消防

市民

サンサンコールかごしまFAQシステムの拡充

住民情報系システムの最適化

コンビニ交付の実施

電子申請システムの拡充

人事評価システムの導入

水道局電算システムの再構築

統合型GISの運用

メールマガジンによる観光情報発信の充実

公共施設への公衆無線LANスポット設置の検討

オープンデータ推進事業

庁内サーバー統合等による消費電力及びCO2の削減

環境情報システムの運用

鹿児島市水土里情報システムの運用

地域コミュニティ連携組織ポータルサイトの開設･運用

通信環境の改善促進

ICT使用のメリット広報

かごしまITフェスタの開催

ゼロエネルギー住宅等整備促進事業補助金

具　　体　　策

※欄外の☆印は、「参考資料１」中に地域情報化推進委員意見(H29.6.8開催分)に対する関係課の今後の
　取組等を記載しているもの。

№ 施　　策
進　　捗

電子納品の推進

設計書･図面等の電子化による管理

情報セキュリティ対策の推進

地籍調査事務支援システムの構築

WEB会議システムの導入

公共施設マネジメントシステムの構築

観光バス･観光電車への公衆無線LAN(無料ワイファイ)整備

インターネットの安全利用に関する啓発

消費生活学習資料の作成･配布

ICT基礎講座の実施

生涯学習情報システム(キュートピア･ネット)の利便性向上

図書館電算システムの運用

市立病院電子カルテシステムの導入

指定道路図等の整備

明治維新150年カウントダウンホームページの運営

新規創業者等の育成支援

情報関連企業の立地

ストックマネジメントシステムの導入

高齢者いきいき元気塾におけるICT基礎講座の実施

親子つどいの広場へのICTコーナー設置

【進 捗】

◎：達成(システム導入等)済みで､利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築､拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

【活用状況】

①：検討中

②：準備中又は構築(導入)したばかり､利活用はこれから

③：あまり利活用されなかった

④：一定以上の利活用はされた

【達 成 度】

①：取組が進展せず､計画から外す

②：取組が進展せず､再度計画に載せる

③：一定の成果あり､これ以上の進展は見込めず計画から外す

④：一定の成果あり､継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

資料１



[目標値] [目標値]

3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,200,000 3,000,000 3,000,000 3,200,000

[実績値] [実績値]

2,743,624 3,063,920 2,887,499 3,149,938 2,668,767 3,149,938 2,668,767

<達成率> <達成率>

91.5% 102.1% 96.2% 105.0% 89.0% 105.0% 89.0%

[目標値] [目標値]

[実績値] [実績値]

8 18 22 22 23 22 22 23

<達成率> <達成率>

- - - - -

[目標値] [目標値]

13 17 7 20 16 17 7 10 8

[実績値] [実績値]

13 17 10 20 7 2 8

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0% 142.9% 100.0% 43.8% 28.6% 80.0%

[目標値] [目標値]

85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上

85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上 85%以上

[実績値] [実績値]

88.2% 89.7% 91.6% 87.9% 90.3% 91.6% 87.9% 90.3%

96.0% 94.5% 97.6% 98.5% 98.2% 97.6% 98.5% 98.2%

<達成率> <達成率>

103.8% 105.5% 107.8% 103.4% 106.2% 107.8% 103.4% 106.2%

112.9% 111.2% 114.8% 115.9% 115.5% 114.8% 115.9% 115.5%

[目標値] [目標値]

3,000 3,500 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300

[実績値]

3,360 3,517 3,366 3,376 3,456 3,366 3,376 3,456

<達成率>

112.0% 104.7% 102.0% 102.3% 104.7% 102.0% 102.3% 104.7%

[目標値] [目標値]

4 4 10 30

[実績値] [実績値]

4 4 10 30

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

地域情報化推進のため
の地域情報化推進委員

意見
(H29.6.8開催分)

地域情報化推進委
員意見に対する関
係課の今後の取組

等

サンサンコールかごしまの
利用実績について､詳しい数
字を提示してほしい｡

サンサンコールかご
しまの利用実績につ
いては､本市ホーム
ページにて公表して
いるところである｡

第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

第三次地域情報化計画 その他(達成後の推進状況等)

関係部
局

主な関
係課28

末

29
末
予
定

指標

具体策の拡
充策 27年度 28年度 29年度

電子行政
の推進

1

鹿児島市
ホームペー
ジの充実
(リニュー
アル等)

28年度 29年度 指標名 26年度
概要 推進又は達成状況

指標

指標名 24年度 25年度 26年度 27年度
№ 施策 具体策 概要 推進又は達成状況

2 1 2

SNS等を活
用した市政
情報発信の
充実

1 1 広報課

引き続き､誰もが使いやす
く､魅力あるホームページと
なるよう､ウェブアクセシビ
リティの向上に努めるとと
もに､情報発信の充実を図
る｡

アクセシビリティ向上のた
めに､全庁的にページ作成に
係る研修会や修正作業を実
施する｡

ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:件)

総務

新しい広報媒体を活用すること
で､より多くの市民に市政情報を
提供できるとともに､誰にとって
も利用しやすく使いやすいホー
ムページとなるよう､内容の充実
や機能の強化を行い､情報発信の
充実を図る｡
また､本市ホームページは､平成
19年度のリニューアルから6年が
経過している｡音声読み上げな
ど､機能の追加等は随時行ってき
ていますが､スマートフォンやタ
ブレット型端末が普及するなど､
ICTの進展への対応の必要性や掲
載する情報量の増大､求められる
情報の変化､アクセシビリティ､
災害時への対応等が求められて
いるため､サーバーの更新を契機
として各種課題への対応を含め
たリニューアルを行う｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
平成27年3月20日
 市ホームページリニューアル

◎ ◎

ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:件)

鹿児島市
ホームペー
ジの充実

SNSの活用については､ICT技術の進展や市民ニーズの潮流などを勘案し対
応していく必要があるため目標値の設定にはなじまない

SNSのアカウ
ント数

総務 広報課

SNSのアカウ
ント数

SNS等を活
用した市政
情報発信の
充実

引き続き､Facebook､ツイッ
ターなどのSNSやアプリを活
用した市政情報の発信を行
う｡

SNS等の活用を促進するた
め､庁内において研修会等を
実施する｡

現在､活用が広がっている
Facebook等のSNSや電子ブックな
どの新しい広報媒体を活用して､
より多くの市民等に､市政情報を
タイムリーに発信する｡

〔平成28年度末〕
フェイスブック　17アカウント
ツイッター     　3アカウント
ライン　         2アカウント
ウェイボー　     1アカウント
広報紙等を電子ブックで配信

〔平成29年度〕
スマートフォン等のアプリで広
報紙等を配信

◎ ◎

市民
市民協
働課

パブリック
コメント手
続の意見提
出における
電子申請
(簡易申請)
の活用促進

パブリックコメント手続の
意見提出方法として､全ての
案件で電子申請(簡易申請)
が活用されるよう､周知に努
める｡

パブリックコメント手続の
意見提出方法として､全ての
案件で電子申請(簡易申請)
が活用されるよう､周知に努
めている｡また､パブリック･
コメント実施予定課を対象
に､電子申請システムの活用
に関する説明会を実施して
おり､庁内における電子申請
の活用を図っている｡

電子申請の
利用のあっ
た施策数

(単位:件)
パブリックコメント手続の意見
提出方法の一つとして､新たに電
子申請(簡易申請)を活用する｡

〔達成年度〕
平成25年度
〔達成理由〕
電子申請の活用を開始したため｡

◎ ◎

電子申請を
導入した施
策数

(単位:件)

3 1 3

パブリック
コメント手
続の意見提
出における
電子申請
(簡易申請)
の活用

市民
市民相
談セン
ター

鹿児島市総
合案内コー
ルセンター
(サンサン
コールかご
しま)の運
営

市民からの問い合わせに迅
速かつ適確に対応できるよ
うコールセンターを運営を
する｡

市政に関する情報の問い合
わせ対応のワンストップ化
を図る｡

一次対応完
了率
対応時間遵
守率

(単位:%)

市民からの問い合わせを年中無
休で受付け､ICTを用いて迅速か
つ適確な対応を行うコールセン
ター(サンサンコールかごしま)
を運営し､市民サービスの向上を
図る｡

市民からの問い合わせ先を一元
化し､年中無休で電話等での問い
合わせに対応できるとともに､各
課への問い合わせ減による業務
の効率化が図られた｡

◎ ◎

一次対応完
了率
対応時間遵
守率

(単位:%)4 1 4

鹿児島市総
合案内コー
ルセンター
(サンサン
コールかご
しま)の運
営

市民
市民相
談セン
ター

サンサン
コールかご
しまFAQシ
ステムを活
用した情報
提供

FAQシステムを活用した適宜
適切な情報提供を行う｡

FAQの新規作成､更新及び運
用を行う｡

FAQ件数

(単位:件)
ホームページ上に市政に関する｢
よくある質問と回答(FAQ)｣を掲
載し､市役所に問い合わせること
なくその場で手続き等が確認で
きるようにすることで､市民サー
ビスの向上を図る｡

市民が市役所に問い合わせるこ
となく簡単に市政情報を取得で
きること及び市職員の担当外業
務への理解に寄与した｡

◎ ◎

FAQ件数

(単位:件)

5 1 5

サンサン
コールかご
しまFAQシ
ステムの拡
充

総務
情報シ
ステム
課

システムの
安定稼働

法改正対応などシステム改
修が必要な場合はパッケー
ジのバージョンアップを活
用し､効率的で安定的なシス
テムの運用を図る｡

法改正対応などシステム改
修が必要な場合はパッケー
ジのバージョンアップを活
用し､効率的で安定的なシス
テムの運用を図る｡

情報システムの最適化にあたり､
財務会計などの内部情報系シス
テムを再構築等し､平成23年度に
順次稼働させている｡これに引き
続き､住民情報系システム全体の
効率的な運用を図るため､共通基
盤や税､住民記録システムなどの
再構築等を実施する｡

〔達成年度〕
平成28年度
〔達成理由〕
住民情報系システムの再構築が
完了したため｡

◎ ◎

最適化した
ホストシス
テム数

6 1 6
住民情報系
システムの
最適化

【進捗】◎：達成(システム導入等)済みで、利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築、拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

参考資料１
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地域情報化推進のため
の地域情報化推進委員

意見
(H29.6.8開催分)

地域情報化推進委
員意見に対する関
係課の今後の取組

等

第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

第三次地域情報化計画 その他(達成後の推進状況等)

関係部
局

主な関
係課28

末

29
末
予
定

指標

具体策の拡
充策 27年度 28年度 29年度28年度 29年度 指標名 26年度

概要 推進又は達成状況

指標

指標名 24年度 25年度 26年度 27年度
№ 施策 具体策 概要 推進又は達成状況

【進捗】◎：達成(システム導入等)済みで、利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築、拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

参考資料１

[目標値] [目標値]

40% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80%

[実績値] [実績値]

12.8% 24.3% 34.3% 52.8% 24.3% 34.3% 52.8%

<達成率> <達成率>

32.0% 30.4% 42.9% 66.0% 30.4% 42.9% 66.0%

[目標値] [目標値]

2,300 2,300 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,700 5,500 5,500

[実績値] [実績値]

2,145 2,342 2,599 5,523 5,752 2,599 5,523 5,752

<達成率> <達成率>

93.3% 101.8% 104.0% 220.9% 230.1% 104.0% 204.6% 104.6%

[目標値] [目標値]

- - 10 10 10 10

[実績値] [実績値]

15 15 10 10 10

<達成率> <達成率>

- - 100% 100% 100%

[目標値] [目標値]

28 99 117 333 115 50

[実績値] [実績値]

28 99 117 223 102

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0% 100.0% 67.0% 88.7%

[目標値] [目標値]

18,000,000 18,000,000 18,000,000 17,000,000 17,000,000 17,000,000 17,000,000 17,000,000

[実績値] [実績値]

13,390,011 15,001,513 15,601,856 13,229,319 13,550,929 13,550,929

<達成率> <達成率>

74.4% 83.3% 86.7% 77.8% 79.7% 79.7%

[目標値] [目標値]

110 100 100 100 100

[実績値] [実績値]

110 94.2 94 90.4

<達成率> <達成率>

100.0% 94.2% 94.0% 90.4%

8 1 8
電子申請シ
ステムの拡
充

市民 市民課
コンビニ交
付の普及促
進

コンビニエンスストア等で
の住民票の写し等の証明書
交付の普及を図る｡

(普及促進内容)
･広報紙及び市ホームページ
への掲載
･市政出前トークの実施
･新成人のつどい記念誌への
掲載

個人番号
カード･住基
カードの交
付枚数に対
する､コンビ
ニ交付利用
登録者数の
割合(26年度
以前は住基
カードのみ)

(単位:%)

市民の利便性向上や窓口の混雑
緩和を図るため､市役所の開庁時
間以外においても､コンビニエン
スストア等で住民票の写しなど
を交付する｡

〔達成年度〕平成25年度
開始年月日:平成26年1月14日

(29年3月末現在)
･住基カード交付枚数:42,280枚
･個人番号カード交付枚数
　　　　　　　　　 :48,378枚
･ｺﾝﾋﾞﾆ交付利用累計登録者数
　                 :47,895人
･証明書交付件数    :36,372件

本市窓口の閉庁時間にも証明発
行を可能としたことにより､市民
の利便性の向上に寄与できた｡

◎ ◎

個人番号
カード･住基
カードの交
付枚数に対
する､コンビ
ニ交付利用
登録者数の
割合(26年度
以前は住基
カードのみ)

(単位:%)

7 1 7
コンビニ交
付の実施

iマップペー
ジビュー

(単位:件)複数の部局が各業務において共
用する地図データを一元的に整
備し､管理する｢統合型GIS(地理
情報システム)｣を運用する｡また
公開可能な地図データは､｢かご
しまｉマップ｣で公開し､市民の
利便性向上を図る｡

〔達成年度〕
平成27年度
〔達成理由〕
市民の利便性向上を図るため､ス
マートフォンに対応するよう改
修を行った｡

◎

9 1 9
人事評価シ
ステムの導
入

総務
情報シ
ステム
課

電子申請利
用の促進

平成25年度で目標とした利
用件数を達成したため､新た
な利用件数の目標を定め､利
用促進に努める｡

引き続き各課に電子申請シ
ステムを活用してもらうた
めの研修の実施などを行い､
利用促進に努める｡

電子申請利
用件数

(単位:件)
電子申請の利用促進を図るため､
申請手続きの種類を増やしサー
ビスを拡充する｡また簡易申請で
はID登録等必要なく申請を行え､
携帯電話･スマートフォンからも
利用可能となっている｡

〔達成年度〕
平成25年度
〔達成理由〕
目標とした電子申請利用件数を
達成したため｡

◎ ◎

電子申請利
用件数

(単位:件)

総務 人事課
人事評価制
度の円滑な
運用

引き続き､円滑な運用を図
る｡

職員情報の更新などの準備
業務､Q&A集の充実など､引き
続き円滑な運用を図る｡

平成25年度から全職員に対し本
格実施する人事評価制度の効率
的･効果的な運用を図るため､目
標設定から評価までの評価事務
及び評価結果の集計･分析･活用
等が円滑に行えるシステムを導
入する｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
自己評価から評価者による評価
の入力､人事課へのシート提出ま
での一連の評価事務に係る時間
短縮が図られたため｡

◎ ◎

評価事務等
に要する時
間

(単位:分/
人)

1 12
電子納品の
推進

11 1 11
統合型GIS
の運用

水道
経営管
理課

機能強化と
安定稼働

新システム稼働後､発生した
課題､要望等について調査検
討･協議を行う｡

調査検討･協議を行なった結
果､必要と判断したものにつ
いては運用方法の変更やシ
ステム改修等を行なった｡
(一部システム改修について
は継続中)

課題等対応
完了数

(単位:件)

現在､汎用コンピュータで処理し
ている電算業務を､サーバー機に
よる処理に変更することで､使用
性向上により水道料金管理業務
及び財務管理業務並びに新規開
発の滞納管理等業務の効率化を
図るとともに､電算機器等に係る
経費の縮減を図る｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
指標で目標とした総工程数を達
成したこととシステムが本稼働
したため｡

◎ ◎

総工程数
(117)に対す
る終了工程
数

10 1 10
水道局電算
システムの
再構築

総務ほ
か

情報シ
ステム
課(IT)
ほか

統合型GIS
利用の促進

引き続き､複数の部局が各業
務において共用する地図
データを一元的に整備し､管
理する｢統合型GIS(地理情報
システム)｣を運用する｡ま
た､公開可能な地図データ
は､iマップで公開し､市民の
利便性向上を図る｡
29～30年度にかけて共用空
間データの整備を行う｡

統合型GISシステムの操作研
修を実施し､利用促進に努め
る｡また､iマップで公開中の
情報を整理し､オープンデー
タとの連携を図る｡

◎

ｉマップ
ページ
ビュー

(単位:件)

建設
建設管
理部管
理課

電子納品の
推進

電子納品の推進で目標とし
た｢電子納品支援システムの
導入｣が完了したため､新た
に｢対象となる工事､業務の
電子納品率｣を目標とし､電
子納品の推進を図る｡

29年度の本格運用に向けて､
26年度から建設局で発注す
る委託業務及び工事の一部
を対象に電子納品を試行的
に実施し､段階的に電子納品
の対象工事を拡大し､電子納
品の推進を図る｡
【実施計画】
H26 全ての委託､2千万以上
の工事で試行
H27 全ての委託､1千万以上
の工事で試行
H28 全ての委託､5百万以上
の工事で試行
H29 全ての委託､工事で本格
運用

対象となる
工事､業務の
電子納品率

(単位:%)

公共工事における調査､設計､工
事などの各業務の最終成果を電
子成果品として納品することで
業務の効率化､省スペース化等を
図る｡

〔達成年度〕
平成25年度
〔達成理由〕
土木用CADシステムと電子納品支
援システムを導入し運用を開始｡
また､システムの説明会を開催し
た｡

◎ ◎

電子納品支
援システム
の導入台数

(単位:台)

12
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地域情報化推進のため
の地域情報化推進委員

意見
(H29.6.8開催分)

地域情報化推進委
員意見に対する関
係課の今後の取組

等

第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

第三次地域情報化計画 その他(達成後の推進状況等)

関係部
局

主な関
係課28

末

29
末
予
定

指標

具体策の拡
充策 27年度 28年度 29年度28年度 29年度 指標名 26年度

概要 推進又は達成状況

指標

指標名 24年度 25年度 26年度 27年度
№ 施策 具体策 概要 推進又は達成状況

【進捗】◎：達成(システム導入等)済みで、利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築、拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

参考資料１

[目標値] [目標値]

259 271 287 287 285 283 287 287 285 283

[実績値]

259 271 287 287 285 287 287 285

<達成率>

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

[目標値] [目標値]

6 6 6 6 6 6 2 1

[実績値] [実績値]

6 6 6 6 6 2

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100%

[目標値] [目標値]

1 100% 100% 100%

[実績値] [実績値]

1 100% 100%

<達成率> <達成率>

100.0% 100% 100%

[目標値] [目標値]

8 2

[実績値] [実績値]

8

<達成率> <達成率>

100%

[目標値] [目標値]

1

[実績値] [実績値]

<達成率> <達成率>

[目標値] [目標値]

1

[実績値] [実績値]

1

<達成率> <達成率>

100.0%

[目標値] [目標値]

- - - -

3 29 53 71

[実績値] [実績値]

- 2,282 2,426

3 4 6

<達成率> <達成率>

- - -

100% 14% 11%

水道
経営管
理課

利用推進及
びデータ整
理

基礎資料やひな形など相互
利用可能な共有データを増
やす｡また不用なデータの削
除を行う｡

対象端末の登録完了｡
設計書などひな形の統一し
た利用により業務の効率化
を図っている｡

登録利用者
数

(単位:人)施設に係る書類､図面及び写真を
電子データでネットワークディ
スクに保管することにより関連
書類の整理を図るとともに､事業
関連課の相互利用を進める｡

システム運用を行う｡ ◎ ◎

登録利用者
数

(単位:人)

13 1 13

設計書･図
面等の電子
化による管
理

総務ほ
か

情報シ
ステム
課ほか

情報セキュ
リティ対策
の推進

引き続き､情報資産を内外の
あらゆる脅威から防御する
ため､情報セキュリティ監
査､機器の導入､職員研修な
どを実施する｡実施にあたっ
ては､新たな脅威に対応する
ため､最新技術の情報を収集
し､対策を行う｡

情報セキュリティ監査､機器
の導入､職員研修などを実施
する｡

セキュリ
ティ機器更
新数

(単位:件)

情報資産を内外のあらゆる脅威
から防御するため､情報セキュリ
ティ監査､機器の導入､職員研修
などを実施します｡実施にあたっ
ては､新たな脅威に対応するた
め､最新技術の情報を収集し､対
策を行う｡

第四次中期計画に沿った外部監
査等を行っている｡

◎ ◎

外部監査対
象件数

(単位:件)

14 1 14
情報セキュ
リティ対策
の推進

建設
道路管
理課

地籍調査事
務支援シス
テムのデー
タ管理の迅
速化･効率
化

地籍調査事務支援システム
の構築で目標とした｢地籍調
査事務支援システム｣の導入
を達成したため､新たに｢
データ管理の迅速化､効率
化｣を目標とし､データ管理
の推進を図る｡

地籍調査事務支援システム
の構築で目標とした｢地籍調
査事務支援システム｣の導入
により土地所有者情報等の
データ管理の徹底とより効
果的な運用を図る｡

土地所有者
情報及び土
地の異動情
報の管理

地籍調査事業における土地所有
者情報(住所､氏名等)及び土地の
異動(分筆･合筆等)の管理等につ
いて､事務支援システムを導入
し､迅速化､効率化等を図ること
を目的とする｡

〔達成年度〕
平成25年度
〔達成理由〕
平成26年1月1日から｢地籍調査事
務支援システム｣を導入した｡

◎ ◎

システム構
築数

15 1 15
地籍調査事
務支援シス
テムの構築

総務
行政管
理課

WEB会議シ
ステムの推
進

WEB会議システムの円滑な運
用及び利用促進に努める｡

引き続きWEB会議システムの
推進を図るため､機器を購入
して利用促進に努める｡

カメラ､マイ
クの設置台
数

(単位:台)
事務能率の向上や移動時間の削
減等を図るため､WAN端末にカメ
ラ､マイクを接続し､WEB会議がで
きる環境を整える｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
予定していた東京-鹿児島間に導
入したため｡

◎ ◎

カメラ､マイ
クの設置台
数

(単位:台)

16 1 16
WEB会議シ
ステムの導
入

企画財
政

管財課

公共建築物の施設データを一元
管理･共有化するとともに､施設
運営状況の点検･評価､施設カル
テ等の各種資料の自動作成など､
公共施設マネジメントに関する
業務を効率的に行うために､シス
テムを導入する｡

システム構築:平成29年度予定 - ◎

システム構
築数

17 1 17

公共施設マ
ネジメント
システムの
構築

産業
農地整
備課

法定外公共
物の追加整
備

５支所管内に関する農道･農
業用水路の新設､里道･水路
の用途廃止､付替え､追加譲
与契約等に伴う管理図デー
タの入力を行う｡

引き続き管理システムの運
用を図る｡

鹿児島県土地改良事業団体連合
会が提供する鹿児島県水土里情
報システムに本市の地籍情報等
を反映させ､５支所管内の法定外
公共物に関する問合せや境界確
定の証明発行､境界立会の資料作
成､窓口に来庁する市民や業者等
の相談などの業務に活用する｡

〔達成年度〕
平成28年度
〔達成理由〕
平成28年度に｢鹿児島市水土里情
報システム｣を導入した｡

◎ ◎

システム構
築数

18 1 18

鹿児島市水
土里情報シ
ステムの運
用

市民
地域振
興課

地域コミュニティ連携組織の活
動内容等を市民へ広く公表する
とともに､地域コミュニティ連携
組織･町内会･市民間の情報交換
及び交流する場をインターネッ
ト上に設けることで､特に若い世
代の市民活動への参画を促進す
るきっかけづくりに取り組み､コ
ミュニティビジョンの推進を図
る｡また､地域コミュニティ協議
会の活動内容等を紹介するとと
もに､同協議会･町内会などのコ
ミュニティ組織､市民間の情報交
換及び交流の場となるポータル
サイトを運用する｡

[達成年度]
平成30年度予定
[昨年度までの取組]
サイトを構築開設し運用すると
ともに､設立された地域コミュニ
ティ協議会の事務局職員等を対
象に､Facebookのページ作成等の
研修会を開催した(58協議会中16
協議会参加)｡
[今年度以降の取組]
新たに設立される地域コミュニ
ティ協議会を対象に研修会を開
催するとともにサイト内容の充
実及び利用促進に取り組む｡
※指標(ホームページへのアクセ
ス数)の目標値については､サイ
ト内容の充実に取り組む中で他
の事例を参考にしながら設定予
定｡

○ ○

ホームペー
ジへのアク
セス数
リンク先数

(単位:件)
(単位:か所)

19 2
地域のICT
利活用促
進

1

地域コミュ
ニティ連携
組織ポータ
ルサイトの
開設･運用

3



地域情報化推進のため
の地域情報化推進委員

意見
(H29.6.8開催分)

地域情報化推進委
員意見に対する関
係課の今後の取組

等

第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

第三次地域情報化計画 その他(達成後の推進状況等)

関係部
局

主な関
係課28

末

29
末
予
定

指標

具体策の拡
充策 27年度 28年度 29年度28年度 29年度 指標名 26年度

概要 推進又は達成状況

指標

指標名 24年度 25年度 26年度 27年度
№ 施策 具体策 概要 推進又は達成状況

【進捗】◎：達成(システム導入等)済みで、利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築、拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

参考資料１

[目標値] [目標値]

[実績値] [実績値]

<達成率> <達成率>

[目標値] [目標値]

1 1 1 1 1

[実績値] [実績値]

1 1 1 1 1

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

[目標値] [目標値]

15,000 15,000 10,000 10,000 1,000 10,000 10,000 1,000

(3日間) (3日間) (2日間) (2日間) (2日間) (2日間)

[実績値] [実績値]

11,000 10,000 9,000 8,500 1,300 9,000 8,500 1,300

<達成率> <達成率>

73.3% 66.7% 90.0% 85.0% 130.0% 90.0% 85.0% 130.0%

[目標値] [目標値]

- - 7 5 5 - 7 5 5

[実績値] [実績値]

1 1 11 5 1 11 5

<達成率> <達成率>

- - 157.1% 100.0% - 157.1% 100.0%

[目標値] [目標値]

60 60 60 60

[実績値] [実績値]

58 58

<達成率> <達成率>

96.7% 96.7%

[目標値] [目標値]

30 50 50 50

[実績値] [実績値]

28 45 45 45

<達成率> <達成率>

93.3% 90.0% 90.0% 90.0%

[目標値] [目標値]

77,000 79,000 81,000 83,000 85,000 87,000 81,000 83,000 85,000 87,000

[実績値] [実績値]

58,207 64,554 77,469 86,322 87,582 77,469 86,322 87,582

<達成率> <達成率>

77.6% 81.7% 95.6% 104.0% 103.0% 95.6% 104.0% 103.0%

Wi-Fiの設置場所について
は､外国人をはじめとする観
光客のニーズも増えている
ことから､市内各所に広げて
いく方向で検討してもらい
たい｡

公衆無線LAN設置に参
考となる情報を庁内
に提供するなど､観光
施設等の公共施設へ
の公衆無線LAN設置を
支援する｡

2 3
ICT使用の
メリット広
報

総務
情報シ
ステム
課

これまで条件不利地域のブロー
ドバンド整備や地上デジタル放
送の共聴施設整備を行い､一定の
成果を上げており､今後も引き続
き携帯電話の不感地区､光回線の
未整備地区などについて情報収
集を行い､通信事業者に要望を伝
え整備への働きかけを行う｡

情報収集を行い､必要に応じて通
信事業者に要望を伝えていく｡

○ ○20 2 2
通信環境の
改善促進

22 2 4
かごしまIT
フェスタの
開催

総務
情報シ
ステム
課

ICT使用メ
リットの更
なる広報

ICTを安心安全に利用するこ
とで､全ての人が便利さを実
感しその恩恵を享受できる
よう様々な媒体を通じて､広
報する｡

引き続き､市民のひろば､市
政広報テレビ･ラジオ､市政
出前トーク､ホームページ等
を通じて広報する｡

近年､パソコンや携帯電話の普及
が大きく進むとともに､スマート
フォンなどの新たなICTが普及･
台頭していることから､ICTを安
心安全に利用することで､全ての
人が便利さを実感しその恩恵を
享受できるようITフェスタ､市民
のひろば､市政広報テレビ･ラジ
オ､市政出前トーク､ホームペー
ジ等を通じて､広報する｡

〔達成理由〕
ITフェスタ等を通じて電子申請
等ICT活用の有効性を広報してい
る｡

◎ ◎

ITフェスタ
によるICT活
用の広報

(単位:件)

講演会中心の
ｲﾍﾞﾝﾄに変更

講演会中心の
ｲﾍﾞﾝﾄに変更

総務
情報シ
ステム
課

かごしまIT
フェスタ来
場者数の増

地元ICT企業等と連携しなが
ら幅広い年齢層の方々にご
来場いただくように､楽しみ
ながらICTを身近に感じる体
験イベント等を実施し､地元
ICT企業のPRや鹿児島市の情
報への取組を紹介する｡

市民や企業等のICT利活用を
一層促進するため､新たな取
組となる｢オープンデータ｣
への転換となるイベントと
して最終回となる｢かごしま
ITフェスタ｣を開催した｡

来場者数

(単位:名)
ICTに関するイベントを開催し､
子どもから高齢者まで幅広い市
民のICTに対する関心を高めると
ともに､地元ICT産業の活性化な
どを図る｡開催にあたっては､全
ての人がICTを安心安全に利用で
きるようになるための初心者向
けパソコン教室やセキュリティ
に関するセミナーなどを実施す
る｡

市民や企業等のICT利活用を一層
促進するため､新たな取組となる
｢オープンデータ｣への転換とな
るイベントとして最終回となる｢
かごしまITフェスタ｣を開催し
た｡

◎ ◎

来場者数

(単位:名)

21

6
オープン
データ推進
事業

総務
情報シ
ステム
課

公共施設へ
の公衆無線
LANスッポ
ト設置の促
進

各課に公衆無線LAN設置に関
する情報提供を行い､観光施
設などの公共施設への公衆
無線LAN設置を促進する｡

平成25年度に作成した公共
施設への公衆無線LAN設置に
関する報告書等の周知を図
る｡

公衆無線LAN
を導入した
公共施設数

(単位:箇所)
スマートフォンやタブレット端
末等で接続できる公衆無線LANス
ポットの公共施設への設置につ
いて､その必要性や効果を踏ま
え､検討する｡

〔達成年度〕
平成25年度
〔達成理由〕
公衆無線LANスポットの公共施設
への設置について､その必要性や
効果を整理した報告書を作成し
た｡

◎ ◎

公衆無線LAN
を導入した
公共施設数
(延べ数)

(単位:箇所)23 2 5

公共施設へ
の公衆無線
LANスポッ
ト設置の検
討

25 3

環境に配
慮した情
報化の推
進

1

庁内サー
バー統合等
による消費
電力及び
CO2の削減

総務
情報シ
ステム
課

公開データ
の拡充

平成28年7月に市ホームペー
ジで公開を開始した公開
データの拡充に努める｡

庁内にオープンデータの周
知を図りデータを所管する
部署と連携し､公開データの
拡充に努める｡

公開データ
数

(単位:件)鹿児島市が保有する統計や地理
情報等の公共データについて､市
民や企業等が利活用しやすいよ
うに､商用利用を含めた二次利用
可能な条件等で公開するオープ
ンデータ化を推進する｡

市民や企業等のICT利活用を一層
促進するため､28年7月に市ホー
ムページで公開を開始した｡

◎ ◎

公開データ
数

(単位:件)

情報シ
ステム
課

サーバー更
新時期の一
括調達によ
る消費電力
及びCO2の
削減

住民情報系の再構築におい
て､システムごとにサーバー
の導入を行ったため､サー
バーの更新時期に合わせて
一括で調達を行い仮想化技
術等により､システム構成を
必要最小限する｡

住民情報系の再構築におい
て､システムごとにサーバー
の導入を行ったため､サー
バーの更新時期に合わせて
一括で調達を行い仮想化技
術等により､システム構成を
必要最小限にする予定｡(更
新時期:平成32年度)

総務

内部情報系システムにおいては､
市役所WAN端末を共用すること
で､専用端末を廃止し､住民情報
系システムにおいては､仮想化技
術等により､システム構成を必要
最小限にする｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
システムの再構築に伴い全ての
システムにサーバーを導入した
ため｡

◎ ◎

サーバー台
数の削減率

(単位:%)

24 2

環境
環境政
策課

環境情報シ
ステムの運
用

引き続き､市民や事業者､学
校等に､環境に関する情報を
分かりやすく伝えるととも
に､楽しく学べる学習教材等
を提供することにより､環境
学習の促進､環境保全活動の
支援を行う｡
また､耐用年数を超えている
サーバーやネットワーク関
連機器等の更新により､セ
キュリティ機能及び市民
サービスの向上､並びに業務
の効率化を図る｡

引き続き､市民や事業者､学
校等に環境に関する情報を
分かりやすく伝えるなど､環
境学習の促進､環境保全活動
の支援を行う｡

かごしま環
境未来館
ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:件)

市民や事業者､学校等に､環境に
関する情報を分かりやすく伝え
るとともに､楽しく学べる学習教
材等を提供することにより､環境
学習の促進､環境保全活動の支援
を行う｡
また､耐用年数を超えているサー
バーやネットワーク関連機器等
の更新により､セキュリティ機能
及び市民サービスの向上､並びに
業務の効率化を図る｡

引き続きシステムを運用する｡ ◎ ◎

かごしま環
境未来館
ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:件)
26 3 2

環境情報シ
ステムの運
用

4



地域情報化推進のため
の地域情報化推進委員

意見
(H29.6.8開催分)

地域情報化推進委
員意見に対する関
係課の今後の取組

等

第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

第三次地域情報化計画 その他(達成後の推進状況等)

関係部
局

主な関
係課28

末

29
末
予
定

指標

具体策の拡
充策 27年度 28年度 29年度28年度 29年度 指標名 26年度

概要 推進又は達成状況

指標

指標名 24年度 25年度 26年度 27年度
№ 施策 具体策 概要 推進又は達成状況

【進捗】◎：達成(システム導入等)済みで、利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築、拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

参考資料１

[目標値] [目標値]

[実績値] [実績値]

<達成率> <達成率>

[目標値] [目標値]

- 1,200 1,300 1,400 1,300 1,400

- 18 24 24 24 24

[実績値] [実績値]

1,102 1,193 1,271 1,304 1,271 1,304

13 23 24 23 24 23

<達成率> ＜達成率＞

- 99.4% 97.8% 93.1% 97.8% 93.1%

- 127.8% 100% 95.8% 100% 95.8%

[目標値] [目標値]

- 1,602,000 1,618,000 1,634,000 1,650,000 3,181,000 3,212,500 3,244,000

[実績値] [実績値]

1,585,902 3,149,514 2,864,433 2,170,769

<達成率> <達成率>

- 196.6% 90.0% 67.6%

[目標値] [目標値]

- - 160 160 160 160 330 340 480

[実績値] [実績値]

120 200 318 327 463 327 463

<達成率> <達成率>

- - 198.8% 204.4% 289.4% 99.1% 136.2%

[目標値] [目標値]

- - 7 1 5 7 1 5

[実績値] [実績値]

1 - 11 1 11 1

<達成率> <達成率>

- - 157.1% 100.0% 157.1% 100.0%

[目標値] [目標値]

- 14,750 15,500 16,250 - 14,750 15,500 16,250

[実績値] [実績値]

5,862 36,385 53,618 5,862 36,385 53,618

<達成率> <達成率>

- 246.7% 345.9% - 246.7% 345.9%

[目標値] [目標値]

550 550 550 550 550 550 600 650 700

[実績値] [実績値]

400 495 893 734 766 734 766

<達成率> <達成率>

72.7% 90.0% 162.4% 133.5% 139.3% 122.3% 117.8%

Wi-Fiの設置場所について
は､外国人をはじめとする観
光客のニーズも増えている
ことから､市内各所に広げて
いく方向で検討してもらい
たい｡

外国人観光客の受入
環境の充実の一つと
して､公衆無線LAN設
置は重要であると考
えているが､民間施設
においても設置が進
んでいることから､そ
れらの状況を踏まえ
ながら検討してまい
りたい｡

登録者数
配信数

(単位:名)
(単位:件)

27 3 3

ゼロエネル
ギー住宅等
整備促進事
業補助金

29 4 2
観光ホーム
ページの運
営

28 4

観光･交流
における
情報化の
推進

1

メールマガ
ジンによる
観光情報発
信の充実

環境

再生可
能エネ
ルギー
推進課

太陽光発電システムと併設して
HEMS(ホーム･エネルギー･マネジ
メント･システム)を設置する場
合に補助することにより､住宅の
省エネ化を促進し､暮らしの低炭
素化を推進する｡

※HEMS:空調･照明等の電力使用
量等を個別に計測し､調整する制
御機能を有し､電力使用量等の｢
見える化｣の機能を有するもの｡

平成28年度からの新規事業
〔今年度以降の取組み〕
昨年度同様､引続きHEMS設置に対
する補助を実施する｡

◎ ◎

※目標値の
設定は困難
(環境基本計
画にもHEMS
の目標値は
掲げていな
い)

観光プ
ロモー
ション
課

平成24年度の本事業開始以
降､サポーター登録者からメ
ルマガに対し一定の評価は
得られてきたが､文字のみで
の情報ではなく画像での情
報を求める意見もあり､メー
ルマガジンに本市観光ホー
ムページ｢よかとこかごんま
ナビ｣のイベント紹介ページ
のリンクを掲載し登録者を
webに誘導することが多く
なっていた｡
こういった現在の情報環境
の在り方､また同時に
FacebookなどSNSの普及､登
録者それぞれの情報共有の
手法などについても変化が
生じている現状を勘案し本
事業は27年度末で終了した｡

平成27年度末､観光サポー
ターに登録者いただいてい
る方たちに最後のメールマ
ガジンを配信する際に､本市
観光ホームページ｢よかとこ
かごんまナビ｣やFacebook
ページによる本市の情報発
信を案内し､これまで以上に
WEBを活用していただける方
法を紹介して事業を終了し
た｡

登録者数
配信数

(単位:名)
(単位:件)

観光交
流

鹿児島市に関心を持ち､本市の魅
力を広く伝えたい方々に観光サ
ポーターとして登録していただ
き､本市から配信するメールマガ
ジンの観光情報などを友人､知
人､職場等の方々に口コミ､ブロ
グなどで発信し鹿児島市の観光
を盛り上げる応援をしていただ
く｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
目標とした配信数に達したため｡

※平成27年度で事業終了し､サ
ポーター登録者には現在供用中
の本市観光ホームページなどWEB
による情報発信の活用を促した｡

◎ ◎

4

メールの送
付件数

(単位:件)

観光交
流

観光プ
ロモー
ション
課

メールの送
付件数

(単位:件) 海外旅行
エージェン
トに対する
｢さきどり
情報｣の発
信

26年度の目標値の送付件数
を達成したため､27年度以
降､新たに上方修正した送付
件数を目標値として設定し､
引き続き観光情報の提供を
行う｡

更に効果的な情報発信とな
るよう､より多くの旅行エー
ジェントにメールを送付す
るとともに､情報内容等の改
善を図る｡

海外旅行
エージェン
トに対する
｢さきどり
情報｣の発
信

本市を含む旅行商品の造成を働
きかけるために､韓国･中国･台
湾･香港の旅行エージェントに対
して､本市の旬の情報を掲載した
｢さきどり情報｣を年に2回メール
で配信する｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
海外誘致セールス等での実績に
より､送付する海外エージェント
を増やすことができたため｡

◎ ◎

※新HPは25年度

より運営開始

30 4 3

観光交
流

観光プ
ロモー
ション
課

観光ホーム
ページの運
営

26年度の目標値のアクセス
数を達成したため､27年度以
降､新たに上方修正したアク
セス数を目標値として設定
し､観光ホームページの運営
者である鹿児島観光コンベ
ンション協会と連携しなが
ら､引き続き観光情報の提供
を行う｡

外国語ページの見直しを図
り､海外からの観光客の利用
促進を図る｡

ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:件)

平成25年度から運営を開始した
新しい観光ホームページを活用
し､その運営者である鹿児島観光
コンベンション協会と連携しな
がら､観光客等に情報提供を行
う｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
25年度の実績を基に算出した､目
標アクセス数1,602,000を達成し
たため｡

◎ ◎

ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:件)

32 4 5

公衆無線LAN
を導入した
公共施設等
の数

(単位:箇所) 観光交
流

観光プ
ロモー
ション
課

公衆無線LAN
を導入した
公共施設数

(単位:箇所) 外国人観光
客の受入体
制の整備

目標値の観光施設への整備
を達成したため必要に応じ
て引き続き公衆無線LAN環境
の拡充を図る｡

観光施設のほか､交通機関や
交通結節点に対する公衆無
線LANの拡充整備を検討す
る｡
※29年度は､観光客の利用が
多い電停等に公衆無線LANを
整備するとともに､ビッグ
データを活用した観光客の
動態調査を行う｡

外国人観光
客の受入体
制の整備

外国人観光客がスマートフォン
やタブレット端末を活用し､観光
情報･交通情報などを無料で気軽
に入手できるような環境を整備
することで､外国人観光客の利便
性の向上を図る｡

〔達成年度〕
平成27年度
〔達成理由〕
目標とした観光施設等７箇所に
対する公衆無線LANの整備を達成
したため｡

◎ ◎

観光プ
ロモー
ション
課

ホームペー
ジへのアク
セス数(ユー
ザ数)

(単位:件) ホームペー
ジの充実

26年10月に構築した明治維
新150年カウントダウンホー
ムページの内容の充実を図
り､"維新のふるさと 鹿児島
市"を広く全国にアピールす
る｡

明治維新150年カウントダウ
ンホームページの内容の充
実を図る｡

ホームペー
ジへのアク
セス数(ユー
ザ数)

(単位:件) 観光交
流

明治維新
150年カウ
ントダウン
ホームペー
ジの運営

平成30年に迎える明治維新150年
に向け､ホームページを活用して
"維新のふるさと 鹿児島市"を広
く全国にアピールする｡

[達成年度]
平成26年度
[達成理由]
平成26年10月に構築したため｡

◎ ◎

31 4

産業
産業創
出課

新規創業者
等の育成支
援

セミナー参加者の目標を達
成したため､新たに参加者数
の目標を高く設定し､新規創
業者等の育成支援の推進を
図る｡

新たに設定した参加者数の
目標を超えるセミナー参加
があり､引き続き新規創業者
等の育成支援の推進が図ら
れた｡

セミナー等
の参加者数

(単位:名)
｢ソフトプラザかごしま｣及び｢
ソーホーかごしま｣の運営のほ
か､ビジネスに係るスキルアップ
のための各種セミナー､ビジネス
チャンスの拡大のための交流会
等を体系的に実施することによ
り､市内の情報関連企業やSOHO事
業者､新規創業者等の育成支援を
行う｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
26年度において目標値以上の参
加者を達成したため｡

◎ ◎

セミナー等
の参加者数

(単位:名)

33 5

地域産業
における
情報化の
推進

1
新規創業者
等の育成支
援

5



地域情報化推進のため
の地域情報化推進委員

意見
(H29.6.8開催分)

地域情報化推進委
員意見に対する関
係課の今後の取組

等

第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

第三次地域情報化計画 その他(達成後の推進状況等)

関係部
局

主な関
係課28

末

29
末
予
定

指標

具体策の拡
充策 27年度 28年度 29年度28年度 29年度 指標名 26年度

概要 推進又は達成状況

指標

指標名 24年度 25年度 26年度 27年度
№ 施策 具体策 概要 推進又は達成状況

【進捗】◎：達成(システム導入等)済みで、利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築、拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

参考資料１

[目標値] [目標値]

2 2 2 2 2 2 2 2 2

[実績値] [実績値]

3 3 2 1 4 3 3

<達成率> <達成率>

150.0% 150.0% 100.0% 50.0% 200.0% 150.0% 150.0%

[目標値] [目標値]

6,000 24,000 78,000 96,000 97,000 78,000 96,000 97,000

[実績値] [実績値]

9,270 77,422 95,505 83,149 95,505 83,149

<達成率> <達成率>

154.5% 322.6% 122.4% 86.6% 122.4% 86.6%

[目標値] [目標値]

1 1 - 1

[実績値] [実績値]

1 1 - 1

(たにっこりん) (なかよしの) (いしきらら)

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0% - 100.0%

[目標値] [目標値]

52 52 52 52 52 52 52 52 52 52

[実績値] [実績値]

52 52 52 54 51 52 54 51

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0% 100% 103.8% 98.1% 100.0% 103.8% 98.1%

[目標値] [目標値]

高齢)1,120 高齢)1,563 高齢)1,484 高齢)1,411 高齢)1,445 高齢)1,563 高齢)1,484 高齢)1,411 高齢)1,445

障害)74 障害)69 障害)35 障害)37 障害)36 障害)69 障害)35 障害)37 障害)36

[実績値] [実績値]

高齢)1,010 高齢)1,240 高齢)1,293 高齢)1,319 高齢)1,240 高齢)1,293 高齢)1,319

障害)20 障害)25 障害)28 障害)29 障害)25 障害)28 障害)29

<達成率> <達成率>

高齢)90.2% 高齢)79.3% 高齢)87.1% 高齢)93.5% 高齢)79.3% 高齢)87.1% 高齢)93.5%

障害)27.0% 障害)36.2% 障害)80.0% 障害)78.3% 障害)36.2% 障害)80.0% 障害)78.3%

[目標値] [目標値]

[実績値] [実績値]

<達成率> <達成率>

ICT基礎講座について､公民
館での講座をいくつか担当
しているが､パソコンは更新
されているが､インターネッ
トがなかなか繋がらない状
況にあり､環境が整っていな
い｡ICT基礎講座に関しては
目標値には達していると
なっているが､充実度として
はどうかと感じている｡

公民館のインター
ネット環境について
は､順次、通信環境の
改善に向けた整備を
予定しているところ
である｡

産業
産業創
出課

立地後の
フォロー
アップ

定期的に企業を訪問し､情報
交換等を行うことで､立地企
業の事業活動がスムーズに
行われるよう支援する｡

立地後のフォローアップの
ため､定期的に企業を訪問
し､立地企業の事業活動がス
ムーズに行われるよう支援
を図った｡

立地後の訪
問回数(平均
値)

(単位:回/1
企業/年)

企業訪問活動や企業立地促進補
助金制度のPRなどにより､市外企
業の誘致や地元企業の増設等に
よる企業立地を推進する｡

〔達成年度〕
平成24～26年度
〔達成理由〕
各年度において目標値2件以上の
立地を達成したため｡

◎ ◎

立地協定締
結数

(単位:件/
年)

34 5 2
情報関連企
業の立地

健康福
祉

こども
政策課

夢すくすく
ねっとの更
なる周知及
び掲載情報
の充実

夢すくすくねっとの更なる
周知を図るための方法を検
討するとともに､よりタイム
リーな情報発信を行うため
の掲載情報の充実を図る｡

子育て支援施設等での相談
で活用されるよう､職員への
研修を行ったほか､子育てに
関する情報を掲載した冊子｢
かごしま市子育てガイド｣を
夢すくすくねっとと連動し
た紙面構成として作成した｡

ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:件)

すこやか子育て交流館(りぼんか
ん)において､子育て支援に関す
る情報を一元管理し､効果的な情
報提供を行うため､子育て応援
ポータルサイトを構築する｡ま
た､りぼんかん及び親子つどいの
広場では､引き続きホームページ
での情報提供を行う｡

平成26年1月31日に運用を開始し
た子育て応援ポータルサイト(夢
すくすくねっと)の運用を引き続
き行うとともに､りぼんかん及び
親子つどいの広場では､ホーム
ページでの子育て支援情報の提
供を行う｡

◎ ◎

ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:件)
35 6

ICTを活用
した子育
て支援の
充実

1
子育て支援
情報サイト
の構築

健康福
祉

こども
政策課

IT情報コー
ナーの充
実･利用促
進

引き続きIT情報コーナーで
子育て支援情報を提供する
とともに､コーナーを充実さ
せることにより利用増を図
る｡

利用者のニーズに合った充
実したIT情報コーナーのあ
り方等を検討し､見直し等を
図る｡

親子つどいの広場を整備するに
あたり､IT情報コーナーにおい
て､利用者が気軽に子育て情報を
収集できるようにする｡

〔達成年度〕
平成28年度
〔達成理由〕
親子つどいの広場(４箇所:なか
まっち､たにっこりん､なかよし
の､いしきらら)へのIT情報コー
ナーの設置が完了したため｡

◎ ◎

IT情報コー
ナー設置数

(単位:箇所)

※なかまっ
ち(H19設置)

36 6 2

親子つどい
の広場への
ICTコー
ナー設置

教育委
員会

生涯学
習課

ICT基礎講
座内容の充
実

当初目標とした講座数を達
成したことから､新たな目標
値としては､講座開設数の現
状維持とするが､講座内容を
充実させていく｡

(講座数)
生涯学習プラザ講座　4講座
地域公民館講座　　 47講座

講座数

(単位:回)
生涯学習プラザ講座､地域公民館
講座の中で､高齢者を対象にイン
ターネット･メール等に関する学
習の場を設け､ICTに対する関心
を高めるとともに､情報セキュリ
ティの必要性と安心､安全な活用
法について啓発する｡

平成28年度実績(講座数)
生涯学習プラザ講座　4講座
地域公民館講座　　 47講座

◎ ◎

講座数

(単位:回)

37 7

ICTを活用
した高齢
化対策の
推進

1

高齢者いき
いき元気塾
における
ICT基礎講
座の実施

健康福
祉

長寿支
援課
障害福
祉課

ひとり暮ら
し高齢者宅
等への安心
通報システ
ムの設置

ひとり暮らし高齢者等の世
帯で､急病などの緊急時に､
押しボタンやセンサーから
の通報により､警備員が駆け
つける通報システムを設置
する｡
ひとり暮らしの方等の緊急
時における不安を解消し､生
活の安全を確保するため､ケ
アマネ等がこのシステムを
教示していく｡

活用状況(実施内容):利用申
請のあったものについては､
申請人の都合(入院中など)
によるものを除き､システム
の設置を行うことができた｡

効果:緊急時の救助や救急搬
送など迅速な対応ができた｡

利用者数

(単位:名)

在宅中の急病など緊急時に､押し
ボタンやセンサーによる通報に
より､警備会社が駆けつけ､必要
に応じて救急車の出動要請を行
う通報システムを設置する｡

利用申請のあったものから､順
次､本システムを設置する｡

◎ ◎

利用者数

(単位:名)

38 7 2

ひとり暮ら
し高齢者宅
等への安心
通報システ
ムの設置

市立病
院

医事情
報課

当院の医療
に資するシ
ステムの情
報収集､導
入等

電子カルテシステムについ
ては､導入を達成したため､
今後も情報収集を行い､導入
するシステムの検討を行う

電子カルテ導入以後導入さ
れたナースコール連動ベッ
ドボード､麻酔記録システム
については､事務負担軽減や
リスク防止の観点から｡､電
子カルテシステムと連携を
行った｡

現在の病院情報システムの更新
にあわせて､電子カルテシステム
を導入することにより､1患者1カ
ルテとなり､より総合的で質の高
い診療を提供できるようになる
と同時に､遠隔地のデータセン
ターを利用した災害時の診療業
務を継続支援する仕組みの構築
を行う｡

〔達成年度〕
平成25年度
〔達成理由〕
平成25年12月にシステムの供用
を開始し､安定した稼働を行って
いる｡また事業継続計画(BCP)の
一環として､遠隔地のデータセン
ターへのデータバックアップの
仕組みも併せて構築した｡

◎ ◎39 8

ICTを活用
した福祉･
医療の充
実

1

市立病院電
子カルテシ
ステムの導
入

6



地域情報化推進のため
の地域情報化推進委員

意見
(H29.6.8開催分)

地域情報化推進委
員意見に対する関
係課の今後の取組

等

第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

第三次地域情報化計画 その他(達成後の推進状況等)

関係部
局

主な関
係課28

末

29
末
予
定

指標

具体策の拡
充策 27年度 28年度 29年度28年度 29年度 指標名 26年度

概要 推進又は達成状況

指標

指標名 24年度 25年度 26年度 27年度
№ 施策 具体策 概要 推進又は達成状況

【進捗】◎：達成(システム導入等)済みで、利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築、拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

参考資料１

[目標値] [目標値]

30% 69% 100%

780百万円 1,793百万円 2,600百万円

[実績値]

[実績値]

340百万円 1,337百万円 -

<達成率>

<達成率>

43% 75% -

[目標値] [目標値]
システム更新 10,000 10,000 10,000 10,000

[実績値] [実績値]

9,387千円 7,339 8,281 9,660

<達成率> <達成率>

100% 73.4% 82.8% 96.6%

[目標値] [目標値]

1

[実績値] [実績値]

1

<達成率> <達成率>

100%

[目標値] [目標値]

3 3 3

[実績値] [実績値]

3 3

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0%

[目標値] [目標値]

[実績値] [実績値]

<達成率> <達成率>

[目標値] [目標値]

[実績値] [実績値]

<達成率> <達成率>

[目標値] [目標値]

1 - 3,978 4,600

[実績値] [実績値]

1 3,720 4,552

<達成率> <達成率>

100%

防災情報は､発信した情報の
受け手を増やす､また､情報
を受け取らす仕組みの多様
化を検討する必要がある｡情
報の入手方法について､常に
発信していく努力を｡次期計
画の中でも検討してほしい｡

現在､｢安心ネット
ワーク１１９｣と｢消
防局Facebook｣による
防災情報の発信を
行っているが､今後､
更なる広報媒体等に
よる市民への周知方
法の多様化を検討す
る｡

インターネットを活用した
１１９番通報システムにつ
いては､障害者にとっては非
常に重要なことなので､シス
テム導入に向け､早めに取り
組んでいただきたい｡

29年3月に総務省消防
庁より､聴覚･言語機
能障害者が音声によ
らない通報を可能に
するためのシステム
の導入について､推進
することが示された
ことから､情報収集を
行いながら､導入に向
けて検討してまいり
たい｡

防災情報は､発信した情報の
受け手を増やす､また､情報
を受け取らす仕組みの多様
化を検討する必要がある｡情
報の入手方法について､常に
発信していく努力を｡次期計
画の中でも検討してほしい｡

防災情報は､防災行政
無線や緊急速報メー
ル(エリアメール)等
をはじめとするプッ
シュ型の伝達方法と
テレビやラジオ､イン
ターネット等を利用
して市民自らが情報
を入手するプル型の
伝達方法があり､相互
を有効利用すること
が災害時の適切な避
難行動に繋がると考
えられることから､今
後もLアラートの活用
や防災アプリの導入
等について検討する
ほか､防災情報の取得
方法を市民に積極的
に周知していくこと
とする｡

市民
危機管
理課

デジタル防
災行政無線
の運用

市民に対して防災や避難に
関する情報を迅速･確実に行
うため､無線設備の保守管理
を行い､電波の適正利用､無
線局の運用を行う｡
以下の無線設備等について､
保守管理業務委託及び無線
局の運用を行う｡

親局　　　　　　    1局
中継局　　　　　　  5局
屋外拡声子局　　　252局
地域ｺﾐｭﾆﾃｨ無線局　 93局
ＬＥＤ表示盤　　　  2局
遠隔制装置　　　　　7箇所

保守管理業務委託を実施し､
無線局の管理を行う｡

災害時における迅速･確実な防災
情報の伝達を図るために､防災行
政無線の機器更新･追加整備､デ
ジタル化及び合併に伴うシステ
ム統合を含めた全市一体的な整
備を行う｡
また､緊急速報メールとの連携や
FAX送信システム､LED文字表示盤
による情報伝達手段の多重化を
図るとともに､防災監視カメラに
よる情報収集を行う｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
防災行政無線整備及びそれに伴
うシステム連携機能により､市民
等へ防災情報を伝達できる基盤
が確立されたたため｡

◎ ◎

情報伝達世
帯カバー率

(単位:%)

40 9

ICTを活用
した危機
管理･防災
力の充実

1
デジタル防
災行政無線
の整備

消防
情報管
理課

安心ネット
ワーク１１
９登録者の
加入促進

マスコミなどの媒体を活用
した周知､市民のひろば･市
掲示板及び消防局のホーム
ページへの掲載､消防ペー
ジェントや防火指導といっ
たイベントなど､あらゆる機
会をとらえて登録者加入促
進活動を実施する｡

イベント等の際に配布する
チラシを作成し､登録者加入
促進活動を行う｡
迅速確実なメール配信を継
続して実施する｡

登録者数

(単位:名)
鹿児島市内で発生した火災等の
災害情報や気象情報等を事前に
登録された市民のメールアドレ
スに配信する｢安心ネットワーク
１１９｣の機能向上を図り､迅速
な情報配信を行う｡

〔達成年度〕
平成25年度
〔達成理由〕
平成25年9月にシステム更新し､
迅速な情報配信が可能となった｡

◎ ◎

｢安心ネット
ワーク１１
９｣システム
更新

41 9 2
安心ネット
ワーク１１
９の拡充

消防
情報管
理課

システムの
安定稼働

保守管理業務を委託し､必要
な機器を更新しながら消防
緊急通信指令システムの安
定稼働を図っていく｡

消防緊急通信指令システムを消
防救急無線のデジタル化に併せ
て再構築するとともに､ICTを駆
使したシステムを導入する｡

〔達成年度〕
平成27年度
〔達成理由〕
平成27年度中を目標とした消防
緊急通信指令システムの更新整
備を達成したため｡

◎ ◎

システム構
築数

42 9 3

消防緊急通
信指令シス
テムの再構
築(デジタ
ル化対応)

総務ほ
か

情報シ
ステム
課ほか

ICT-BCPの
訓練

平成26年度に策定したICT業
務継続計画を基に訓練を実
施し､必要に応じて計画の見
直しを行う｡

ICT業務継続計画に基づき､
訓練計画の策定･実施を行
い､必要に応じて計画の見直
しを行う｡

訓練回数

(単位:回)
災害などの非常時に最低限必要
な行政サービスの提供を維持す
ることを目的に､国のガイドライ
ン等を踏まえて､情報システム･
ネットワークの被災時等を想定
した業務継続計画を策定する｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
ICT-BCP初動版の策定を行ったた
め｡

◎ ◎43 9 4
ICT-BCP(業
務継続計
画)の策定

消防
情報管
理課

Facebookを
通じた情報
発信

Facebookを活用し､災害に関
する情報や気象情報を発信
する｡

災害時において､災害規模や経過
時間等を勘案し､より正確で有用
な情報を発信するとともに､市民
から寄せられた情報を確認し､災
害対策に役立つシステムを検討
する｡

〔達成年度〕
平成25年度(安心ネットワーク１
１９と同じ事業で整備)
〔達成理由〕
平成25年9月にシステム更新し､
迅速な情報配信が可能となった｡

◎ ◎44 9 5
SNS等を活
用した防災
情報の発信

消防
情報管
理課

聴覚障害者等からの緊急通報や
大規模災害時における１１９番
通報回線の断線等においても１
１９番通報が受理できるシステ
ムの導入を検討する｡

29年3月に国(消防庁)の協議会
(119番通報の多様化に関する検
討会)から報告書が示されたこと
から､他都市消防本部の動向を注
視するとともに､今後システム導
入について検討する｡

△ △45 9 6

インター
ネットを活
用した１１
９番通報の
受理

市民
危機管
理課

避難行動要
支援者管理
システムの
運用

災害時に自力避難が困難な
身体障害者や要介護者など
の避難行動要支援者につい
て､情報の登録や管理､避難
行動要支援者名簿や個別支
援計画の出力などを行うた
めに､地図情報を利用した避
難行動要支援者管理システ
ムの運用を行う｡

避難行動要支援者管理シス
テムの運用を行う｡

個別支援計
画数

(単位:件)
災害時に自力避難が困難な身体
障害者や要介護者などの避難行
動要支援者について､情報の登録
や管理､避難行動要支援者名簿や
個別支援計画の出力などを行う
ために､地図情報を利用したパッ
ケージシステムを導入する｡

〔達成年度〕
平成27年度
〔達成理由〕
避難行動要支援者管理システム
を導入したため｡

◎ ◎

システム構
築数

46 9 7

避難行動要
支援者管理
システムの
導入

7



地域情報化推進のため
の地域情報化推進委員

意見
(H29.6.8開催分)

地域情報化推進委
員意見に対する関
係課の今後の取組

等

第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

第三次地域情報化計画 その他(達成後の推進状況等)

関係部
局

主な関
係課28

末

29
末
予
定

指標

具体策の拡
充策 27年度 28年度 29年度28年度 29年度 指標名 26年度

概要 推進又は達成状況

指標

指標名 24年度 25年度 26年度 27年度
№ 施策 具体策 概要 推進又は達成状況

【進捗】◎：達成(システム導入等)済みで、利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築、拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

参考資料１

[目標値] [目標値]

3.6人に１台 3.6人に１台 3.6人に１台 3.6人に１台 3.6人に１台 3.6人に１台 3.6人に１台 3.6人に１台 3.6人に１台 3.6人に１台

[実績値] [実績値]

3.9人に１台 3.7人に1台 3.7人に1台 3.68人に1台 2.62人に1台 3.7人に1台 3.68人に1台 2.62人に1台

<達成率> <達成率>

92.3% 97.2% 97.2% 97.8% 137.4% 97.2% 97.8% 137.4%

[目標値] [目標値]

教員75% 教員75% 教員80% 教員80% 教員85% 教員85%

児童生徒70% 児童生徒70% 児童生徒75% 児童生徒75% 児童生徒80% 児童生徒80%

[実績値] [実績値]

教員74.6% 教員76.3% 教員77.2% 教員77.5% 教員78.2%

児童生徒61.9% 児童生徒60.5% 児童生徒60.4% 児童生徒61.3% 児童生徒63.1%

<達成率> <達成率>

教員99.4% 教員101.7% 教員96.5% 教員96.9% 教員92.0%

児童生徒88.4% 児童生徒86.4% 児童生徒80.5% 児童生徒81.7% 児童生徒78.9%

[目標値] [目標値]

100% 100% 100% 100% 100% 100%

設定しない 設定しない 設定しない 設定しない 設定しない 設定しない

[実績値] [実績値]

86.80% 97.60% 97.00% 98.00% 98.50%

16.9時間 21.2時間 22.3時間 23.9時間 25.2時間

<達成率> <達成率>

86.8% 97.6% 97.0% 98.0% 98.5%

[目標値] [目標値]

70% 75% 80% 85% 90% 100%

[実績値] [実績値]

55% 54.7% 54.8% 54.3% 48.2%

<達成率> <達成率>

78.5% 72.9% 68.5% 63.4% 53.5%

[目標値] [目標値]

14,000 14,200 14,000 14,000 13,500 13,500 14,000 14,000 13,500 13,500

[実績値] [実績値]

14,000 14,200 14,000 14,000 13,800 14,000 14,000 13,800

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 102.2% 100.0% 100.0% 102.2%

[目標値] [目標値]

169 169 228 228 228 228 228 228 228

[実績値] [実績値] 213 221

135 126 298 213 221

<達成率> <達成率> 93.4% 96.9%

79.9% 74.6% 130.7% 93.4% 96.9%

[目標値] [目標値]

5 7 1 1 9 22 270,000 270,000 270,000 270,000

[実績値] [実績値]

5 27 1 1 9 251,880 248,870 472181

<達成率> <達成率>

100.0% 385.7% 100.0% 100.0% 100.0% 93.3% 92.2% 174.9%

ICT基礎講座について､公民
館での講座をいくつか担当
しているが､パソコンは更新
されているが､インターネッ
トがなかなか繋がらない状
況にあり､環境が整っていな
い｡ICT基礎講座に関しては
目標値には達していると
なっているが､充実度として
はどうかと感じている｡

公民館のインター
ネット環境について
は､順次、通信環境の
改善に向けた整備を
予定しているところ
である｡

教育委
員会

学習情
報セン
ター

学習用･校
務用機器等
の整備及び
維持管理

引き続き､情報教育推進のた
め､コンピュータ機器等の維
持管理を行う｡また､情報教
育や教科指導におけるICT活
用推進を図るため､国の整備
方針を踏まえ､計画的に機器
やネットワーク等の整備を
進める｡

国が示している現行の整備
基準を達成している｡新たに
示される国の整備基準に鑑
みながら､今後の機器リース
更新等において､計画的な整
備及びこれらの適切な維持
管理に努める｡

児童､生徒一
人当たりの
パソコン整
備率

(単位:%)

情報教育推進のため､コンピュー
タ機器等の維持管理を行う｡ま
た､情報教育や教科指導における
ICT活用推進を図るため､国の整
備方針を踏まえ､計画的に機器や
ネットワーク等を整備する｡

リース期間終了や耐用年数の経
過に伴い､計画的に機器の更新や
整備を行った｡
平成29年4月には､OSサポート終
了により､ネットワークからの分
離を行うコンピュータがあるた
め､29年度は､小･中学校クラス用
コンピュータの更新を行う予定
である｡

◎ ◎

児童､生徒一
人当たりの
パソコン整
備率

(単位:%)47 10

学校にお
ける情報
教育の充
実

1
学習用･校
務用機器等
の整備

教育委
員会

学習情
報セン
ター

学校に配備したICT機器やソフト
ウェアの活用促進を図るため､
ICT支援員を配置し､学校での校
内研修等への派遣､操作･活用マ
ニュアル等やデジタルコンテン
ツを位置づけた年間計画の追加･
修正､自作教材の収集･編集及び
教員のICT活用指導力向上の支援
を行う｡

各学校の要請に応じて､教職員向
けの研修や授業支援､児童生徒へ
の操作支援を行った｡
今後は､目標達成に向けて､支援
内容の改善と充実を図る｡

○ ○

文科省｢教員
のICT活用指
導力｣チェッ
クリスト

(単位:%)

48 10 2
ICT支援員
の派遣

教育委
員会

学習情
報セン
ター

児童生徒等の情報セキュリティ
に対する意識と理解を深めると
ともに､情報モラルの向上を図
る｡

情報モラル指導に関する教職員
向け研修講座を実施するととも
に､教材の配信を行った｡
今後は､専門的知識を有する講師
による研修講座を行うとともに､
最新の事例を用いた教材等の充
実を図る｡

○ ○

情報教育(情
報モラル等)
の実施校及
び実施時間
数

(単位:%､時
間)

49 10 3

情報教育
(情報モラ
ル等)の充
実

教育委
員会

青少年
課

携帯電話､携帯ゲーム機､パソコ
ン等を通じたインターネット上
のトラブルから児童生徒を守る
ために､フィルタリングの設定促
進などについて､リーフレットや
ホームページを通して､児童生
徒･保護者への啓発を図る｡

〔達成年度〕
平成29年度予定
〔今年度以降の取組〕
引き続き､教職員対象の各種研修
会や保護者対象の研修会等にお
いてインターネットトラブルか
ら児童生徒を守るためのフィル
タリング設定の重要性や､ネット
関係のリーフレットの配布等を
通じて啓発を図っていく｡

○ ○

フィルタリ
ング設定率

(単位:%)

50 10 4

インター
ネットの安
全利用に関
する啓発

市民
消費生
活セン
ター

消費生活学
習資料の作
成･配布

引き続き､若年層の消費者ト
ラブルを未然に防止するた
め､小･中学生向け学習資料
の作成･配布およびデジタル
コンテンツ教材の活用促進
など､消費者啓発の充実を図
る｡

当初目標とした学習資料の
作成･配布部数は達成したこ
とから､新たな目標値として
は､配布部数は現状維持とす
るが､内容の充実等に努め
る｡

消費生活学
習資料の作
成･配布

(単位:部)
若年層の消費者トラブルを未然
に防止するため､小･中学生向け
学習資料の作成･配布およびデジ
タルコンテンツ教材の活用促進
など､消費者啓発の充実を図る｡

〔達成年度〕
平成24年度
〔達成理由〕
当初目標とした作成･配布部数を
達成したため｡

◎ ◎

消費生活学
習資料の作
成･配布

(単位:部)

51 10 5
消費生活学
習資料の作
成･配布

教育委
員会

生涯学
習課

ICT基礎講
座内容の充
実

引き続き生涯学習プラザ講
座､地域公民館講座や小･中
学校の家庭教育学級の中で､
インターネット･メール等に
関する学習の場を設け､ICT
に対する関心を高めるとと
もに､情報セキュリティの必
要性と安心､安全な活用法に
ついて啓発する｡

当初目標とした講座数･学習
回数を達成したことから､新
たな目標値としては､講座開
設数の現状維持とするが､講
座内容を充実させていく｡
また､小･中学校の家庭教育
学級における必修の学習課
題として､学習計画へ位置づ
けるよう働きかけていく｡

講座数､学習
回数

(単位:回)
生涯学習プラザ講座､地域公民館
講座や小･中学校の家庭教育学級
の中で､インターネット･メール
等に関する学習の場を設け､ICT
に対する関心を高めるとともに､
情報セキュリティの必要性と安
心､安全な活用法について啓発す
る｡

平成28年度実績(講座数)
生涯学習プラザ講座  13講座
地域公民館講座　　　96講座
小･中学校　　　　　112講座

◎ ◎

講座数､学習
回数

(単位:回)

52 11
生涯学習
における
ICT活用

1
ICT基礎講
座の実施

教育委
員会

生涯学
習課

生涯学習情
報システム
(キュート
ピア･ネッ
ト)の利便
性向上

引き続き､安定的なシステム
の運用や利便性向上のため､
地域公民館やスポーツ施設
の業務端末を年次的に更新
する｡また､光回線への変更
を順次行い､キュートピア
ネットの利用者の更なる利
便性向上を図る｡

公民館等について､順次､機
器の更新や通信環境の改善
を図っているところである｡

キュートピ
アネットア
クセス件数

(単位:件)

安定的なシステム運用のため､地
域公民館やスポーツ施設の業務
端末を年次的に更新する｡
また､IE10及びスマートフォンに
対応したソフトの開発を行うこ
とで､キュートピアネットの利用
者の利便性向上を図る｡

〔達成年度〕
平成29年度予定
27年度･･･IE10対応ソフト開発及
びスマートフォン対応ソフト開
発
28～29年度･･･業務端末の更新

○ ◎

業務端末更
新台数

(単位:台)

53 11 2

生涯学習情
報システム
(キュート
ピア･ネッ
ト)の利便
性向上
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地域情報化推進のため
の地域情報化推進委員

意見
(H29.6.8開催分)

地域情報化推進委
員意見に対する関
係課の今後の取組

等

第三次地域情報化計画（具体策毎の取組状況）

第三次地域情報化計画 その他(達成後の推進状況等)

関係部
局

主な関
係課28

末

29
末
予
定

指標

具体策の拡
充策 27年度 28年度 29年度28年度 29年度 指標名 26年度

概要 推進又は達成状況

指標

指標名 24年度 25年度 26年度 27年度
№ 施策 具体策 概要 推進又は達成状況

【進捗】◎：達成(システム導入等)済みで、利活用を推進中のもの

○：システム開発や構築、拡充等を行っているもの

△：事業化等の検討を行っているもの

参考資料１

[目標値] [目標値]

65,000 65,000 78,000 78,000 78,000 78,000 78,000 95,000 95,000 95,000

[実績値] [実績値]

49,447 77,404 91,068 97,993 103,108 91,068 97,993 103,108

<達成率> <達成率>

76.1% 119.1% 116.8% 125.6% 132.2% 116.8% 103.2% 108.5%

[目標値] [目標値]

55,000 55,600 56,200 56,800 57,400 58,000 56,200 115,800 125,100 134,400

4,363 4,390 4,418 4,445 4,473 4,500 4,418 4,445 7,400 7,400

[実績値] [実績値]

68,309 90,379 106,345 103,851 101,493 106,345 103,851 101,493

4,343 4,377 4,377 7,345 7,345 4,377 7,345 7,345

<達成率> <達成率>

124.2% 162.6% 189.2% 182.8% 176.8% 189.2% 89.7% 81.1%

99.5% 99.7% 99.1% 165.2% 164.2% 99.1% 165.2% 99.3%

[目標値] [目標値]

[実績値] [実績値]

<達成率> <達成率>

[目標値] [目標値]

44 72 100 419 151 112

[実績値] [実績値]

44 72 100 419 328

<達成率> <達成率>

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 233.1%

[目標値] [目標値]
1 1

[実績値] [実績値]
1 1

<達成率> <達成率>
100.0% 100.0%

[目標値] [目標値]
4 4

[実績値] [実績値]
4 4

<達成率> <達成率>
100.0% 100.0%

Wi-Fiの設置場所について
は､外国人をはじめとする観
光客のニーズも増えている
ことから､市内各所に広げて
いく方向で検討してもらい
たい｡

28年度に観光バスや
観光電車への無線LAN
の設置を行ったばか
りであり、現時点に
おいて、今後の予定
はないところであ
る。

教育委
員会

図書館
図書館電算
システムの
運用促進

システムを通じた予約件数
が当初の目標値を達成した
ため､新たな目標値を設定
し､引き続き館内端末機やイ
ンターネットを通じた蔵書
検索及び図書の予約サービ
スの提供に努める｡

引き続き館内端末機やイン
ターネットを通じた蔵書検
索及び図書の予約サービス
の提供に努める｡

システムを
通じた(イン
ターネット･
OPAC)予約件
数

(単位:件)

図書館電算システムを安定的に
運用し､蔵書管理､貸出､返却業務
の他､館内端末機やインターネッ
トを通じて蔵書検索､予約､利用
状況確認等のサービスを提供す
ることにより､市立図書館及び地
域公民館図書室利用者の利便性
向上を図る｡

引き続き館内端末機やインター
ネットを通じた蔵書検索及び図
書の予約サービスを提供する｡

◎ ◎

システムを
通じた(イン
ターネット･
OPAC)予約件
数

(単位:件)54 11 3
図書館電算
システムの
運用

市民
文化振
興課

情報提供の
拡充及び広
報の推進

平成24年度で目標としたア
クセス数を達成したため､更
なるアクセス数の向上を目
標とし､情報提供の推進を図
る｡

①学校教育･社会教育の教
材､観光客誘致の宣伝素材等
に広く活用を図り､情報提供
の推進を図る｡
②コンテンツ数を増やす｡

かごしまデ
ジタル
ミュージア
ムへの
アクセス数
コンテンツ
数

(単位:件)

美術館､ふるさと考古歴史館､か
ごしま近代文学館･メルヘン館､
西郷南洲顕彰館､維新ふるさと館
に収蔵されている貴重な歴史･文
化資産をはじめとして､市内の史
跡･文化財や伝統工芸品､郷土芸
能などをデータベース化し､これ
らの情報をインターネット等に
より情報発信する｡

〔達成年度〕
アクセス数:平成24年度
コンテンツ数:平成29年度予定
〔今年度以降の取り組み〕
平成24年度で目標としたアクセ
ス数を達成した｡コンテンツ数に
ついては､引き続き登録数の増加
に取り組む｡

◎ ◎

かごしまデ
ジタル
ミュージア
ムへの
アクセス数
コンテンツ
数

(単位:件)

55 12
文化情報
の発信

1

かごしまデ
ジタル
ミュージア
ムの充実

13 2
指定道路図
等の整備

水道

水道整
備課
下水道
建設課

上下水道施設の状態を客観的に
把握､評価し､中長期的な予測を
基に計画的かつ効率的に施設を
管理する手法を導入する｡

基本計画に基づき､システム構築
に向けた準備作業を行う｡

○ ○

※現在､構築
仕様書作成
中のため指
標設定でき
ず｡

56 13

都市基盤
施設にお
けるICT活
用

1

ストックマ
ネジメント
システムの
導入

57 建設
建築指
導課

指定道路図
等の追加整
備

当初目標は達成したが､道路
情報は毎年追加されること
から､27年度以降も継続して
地図データを追加整備し､公
開していく｡

道路情報の追加整備
･27年度…24年度から26年度
の道路情報の整備
･28年度以降…前年度分の道
路情報の整備

保有する道
路情報の追
加

(単位:路線)
本市の保有する建築基準法上の
道路に関する情報を地図データ
として整備する｡また､｢かごしま
iマップ｣にて地図データを公開
し､市民の利便性向上を図る｡

〔達成年度〕
平成26年度
〔達成理由〕
　23年度までに市が保有した道
路情報の公開が､27年4月1日を
もって達成されたため｡

◎

59 14 2

観光バス･
観光電車へ
の公衆無線
LAN(無料ワ
イファイ)
整備

交通
電車事
業課

平成27年度の交通局施設移転に
伴い､これまでの電車運行情報シ
ステムに対し､運行に障害のある
交通事故等が発生した場合に､電
停で表示される案内メニューを
充実し､それらの運行情報を利用
者に迅速かつ正確に提供するこ
となどにより､利用者の利便性向
上を図る｡

〔達成年度〕
平成27年度
〔達成理由〕
新システムの運用を開始したた
め｡

◎ ◎

システム導
入数

58 14

ICTを活用
した交通
環境の充
実

1
新電車運行
情報システ
ムの導入

交通

バス事
業課
電車事
業課

観光バス･
観光電車へ
の公衆無線
LAN(無料ワ
イファイ)
等の運用

公衆無線LAN(無料ワイファ
イ)等の運用を行う｡

公衆無線LAN(無料ワイファ
イ)の運用を行う｡

整備車両数

(単位:両)観光客がスマートフォンやタブ
レット端末を活用し､観光情報･
交通情報などを無料で気軽に入
手できるような環境を整備する
ことで､観光客の利便性の向上を
図る｡

〔達成年度〕
平成28年度
〔達成理由〕
平成28年度に公衆無線LAN(無料
ワイファイ)の設置や観光案内情
報提供システムの作成を行った｡
(定期観光バス３両､観光電車１
両)

◎

◎

保有する道
路情報の
データ化率

(単位:%)

システムの
運用

電車運行システムの運用を
行う｡

電車運行システムの運用を
行う｡

システム構
築数

◎

整備車両数

(単位:両)
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(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）
(2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

広報課

次期計画
への掲載
の見通し

新規・
継続

継続

目的・概要

誰にとっても利用しや
すく使いやすいホーム
ページとなるよう､ア
クセシビリティに配慮
するとともに､市民
ニーズなどを踏まえた
市政情報の充実を図
る｡

関係
部局

主な
関係課

1

鹿児島市
ホームペー
ジの充実
(リニュー
アル等)

 □ 安心・安全
☑ 情報発信
☑ 災害発生時

総務

取組の成果

より多くの市民に市政
情報を提供でき､誰に
とっても利用しやすく
使いやすいホームペー
ジとなるようリニュー
アルを行い､スマート
フォン等への対応やア
クセシビリティの向
上､災害時の対応力強
化が図られた｡

№ 施策 具体策
５つの課題を踏
まえた重点取組

2 1 2

SNS等を活
用した市政
情報発信の
充実

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時
総務 広報課

継続1 1
電子行政
の推進

具体策
の名称

鹿児島市
ホームペー
ジの充実

SNS等を活
用した市政
情報発信の
充実

継続 継続

対象

4 1 4

鹿児島市総
合案内コー
ルセンター
(サンサン
コールかご
しま)の運
営

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

市民
市民相
談セン
ター

3 1 3

パブリック
コメント手
続の意見提
出における
電子申請
(簡易申請)
の活用

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時
市民

市民協
働課

鹿児島市総
合案内コー
ルセンター
(サンサン
コールかご
しま)の運
営

終了

継続 継続

6 1 6
住民情報系
システムの
最適化

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務
情報シ
ステム
課

5 1 5

サンサン
コールかご
しまFAQシ
ステムの拡
充

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

市民
市民相
談セン
ター

サンサン
コールかご
しまFAQシ
ステムの活
用

継続

終了

継続

五次総

1-2-Ⅰ

1-2-Ⅰ

1-1-Ⅰ

1-2-Ⅱ

1-2-Ⅱ

1-2-Ⅳ

重点取組に対する対応
状況(※左欄のいずれ
かの取組に☑があるも

のは必須)

誰にとっても利用しや
すく使いやすいホーム
ページとなるよう､ス
マートフォン等への対
応やアクセシビリティ
の向上を図り､リニュ
ーアルを行った｡また､
災害時にアクセスが集
中してもサービス提供
を続けられるよう､災
害時専用のトップペー
ジを設けたほか､サー
バを西日本と東日本の
2台体制とすることに
よりリスク分散を図っ
た｡

インターネットの普及
に伴い､各部署で
Facebook等のSNSアカ
ウントの開設が促進さ
れ､タイムリーな情報
発信に役立った｡また､
広報紙等の電子ブック
化やスマートフォンア
プリの利用など､手軽
でわかりやすい情報提
供に努めた｡

市ホームページの｢注
目情報｣にパブリック
コメント総括ページへ
のリンクを常時掲載
し､積極的な情報発信
を図るとともに､該当
ページに電子申請
フォームへのリンクを
掲載することで､電子
申請の活用を図った｡

-

-

-

現状の課題
・問題点等

-

-

-

-

-

-

課題等に対する
今後の取組等

-

-

-

-

-

-

指標(※設定
できない場
合はその理

由)

(単位:件)

トップペー
ジへのアク
セス数

(単位:　)

※SNSのアカ
ウント開設
(SNSの活用
については､
ICT技術の進
展や市民
ニーズの潮
流などを勘
案し対応し
ていく必要
があるため､
目標値の設
定にはなじ
まない)

(単位:%)

一次対応完
了率
対応時間遵
守率

(単位:件)

FAQ件数

(単位:　)

85%以上
85%以上

3,300件

28年度末
実績値

2,668,767件

-

90.3%
98.2%

3,456件

33年度末
目標値

3,000,000件

-

期待される効果

多様なニーズを踏まえ
た市政情報の充実

市政に関するタイム
リーで迅速な情報発信

市民からの問い合わせ
先を一元化し､年中無
休で電話等での問い合
わせに対応できるとと
もに､各課への問い合
わせ減による業務の効
率化が図られる｡

市民が市役所に問い合
わせることなく簡単に
市政情報を取得できる
ことから､市民サービ
スの向上が図られる｡
また､市職員が担当外
業務を理解するのに寄
与することができる｡

Facebook等のSNSやア
プリなどのインター
ネット上の広報媒体を
活用して､より多くの
市民等に市政情報をタ
イムリーに発信する｡

市民からの問い合わせ
を年中無休で受付け､
ICTを用いて迅速かつ
適確な対応を行うコー
ルセンター(サンサン
コールかごしま)を運
営し､市民サービスの
向上を図る｡

ホームページ上に市政
に関する｢よくある質
問と回答(FAQ)｣を掲載
し､市役所に問い合わ
せることなく､その場
で手続き等が確認でき
るようにすることで､
市民サービスの向上を
図る｡

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

タイムリーでわかりや
すい情報発信を促進で
きた｡また､電子ブック
やアプリにより､市民
の情報収集に係る利便
性が向上した｡

市ホームページの｢注
目情報｣にパブリック
コメント総括ページへ
のリンクを常時掲載す
ることで､積極的に情
報発信することができ
た｡また､該当ページに
電子申請フォームへの
リンクを掲載すること
で､電子申請の活用が
図られた｡

市民からの問い合わせ
先を一元化したことに
より､年中無休で電話
等での問い合わせに対
応できるようになり､
また､各課への問い合
わせ減により業務の効
率化が図られた｡

市民が市役所に問い合
わせることなく簡単に
市政情報を取得できる
ようになり､また､市職
員が担当外業務を理解
するのに寄与すること
ができた｡

住民情報系システム全
体の効率的な運用を図
るため､共通基盤や税､
住民記録システムなど
の再構築等を段階的に
実施し､運用を開始し
た｡

活
用
状
況

達
成
度

④ ④

④ ④

④ ③

④ ④

④ ④

④ ③

(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括） (2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

対象

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

【活用状況】①：検討中
②：準備中又は構築(導入)したばかり、利活用はこれから
③：あまり利活用されなかった
④：一定以上の利活用はされた

【達成度】①：取組が進展せず、計画から外す
②：取組が進展せず、再度計画に載せる
③：一定の成果あり、これ以上の進展は見込めず計画から外す
④：一定の成果あり、継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

参考資料２
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(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）
(2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

次期計画
への掲載
の見通し

新規・
継続

目的・概要

関係
部局

主な
関係課

取組の成果№ 施策 具体策
５つの課題を踏
まえた重点取組

具体策
の名称

対象五次総

重点取組に対する対応
状況(※左欄のいずれ
かの取組に☑があるも

のは必須)

現状の課題
・問題点等

課題等に対する
今後の取組等

指標(※設定
できない場
合はその理

由)

28年度末
実績値

33年度末
目標値

期待される効果

活
用
状
況

達
成
度

(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括） (2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

対象

【活用状況】①：検討中
②：準備中又は構築(導入)したばかり、利活用はこれから
③：あまり利活用されなかった
④：一定以上の利活用はされた

【達成度】①：取組が進展せず、計画から外す
②：取組が進展せず、再度計画に載せる
③：一定の成果あり、これ以上の進展は見込めず計画から外す
④：一定の成果あり、継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

参考資料２

8 1 8
電子申請シ
ステムの拡
充

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務
情報シ
ステム
課

7 1 7
コンビニ交
付の実施

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

市民 市民課
コンビニ交
付の実施

電子申請シ
ステムの拡
充

継続

継続

継続

継続

10 1 10
水道局電算
システムの
再構築

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

水道
経営管
理課

9 1 9
人事評価シ
ステムの導
入

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務 人事課④ ③ 終了

終了

12 1 12
電子納品の
推進

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

建設
建設管
理部管
理課

11 1 11
統合型GIS
の運用

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務ほ
か

情報シ
ステム
課(IT)
ほか

統合型GIS
活用の推進

電子納品の
推進

継続

継続

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅲ

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅳ

-

-

-

-

-

-

コンビニ交付サービス
の知名度が低く､多く
の市民にその利便性を
実感していただく必要
がある｡

IDの登録等が必要な手
続きには､活用できな
い状況にある｡

-

新システム稼動に伴
い､入力方法の変更が
行われたが､システム
利用者からシステム変
更の要望等が出され
た｡

-

29年度から電子納品の
本格運用が始まった
が､職員間に更なる電
子納品の浸透を図る必
要がある｡

コンビニ交付サービス
の広報活動をHPで行う
ほか､その前提となる
個人番号カードの取得
について広報活動を行
う｡

IDの登録等を必要とし
ない簡易な申請手続き
の種類について拡大を
図る｡

-

調査検討･協議を行い､
必要と判断したものに
ついては運用方法の変
更やシステム改修等を
行う｡(一部システム改
修については継続中)

-

土木関係業務における
CADソフトや電子納品
支援システムの操作研
修を実施する｡

継続

継続

(単位:%)

個人番号
カード･住基
カードの保
有者に対す
るコンビニ
交付登録者
の割合

(単位:件)

電子申請利
用件数

(単位:　)

(単位:　)

(単位:万件)

iマップペー
ジビュー

(単位:%)

対象となる
工事､業務の
電子納品率

80%

6,300件

1,400万件

100%

52.8%

5,752件

1,355万件

90.4%

市民の利便性向上及び
事務作業の軽減

市民の利便性向上及び
業務の効率化

市民の利便性向上及び
業務の効率化

公共工事における調
査､設計､工事などの各
業務の最終成果を電子
成果物として納品する
ことで､業務の効率化､
省スペース化を図るこ
とができる｡

個人番号カードの取得
について広報活動を行
うとともに､同カード
の交付時にコンビニ交
付登録をPRする｡また､
コンビニ交付サービス
の広報活動も継続して
実施する｡

電子申請の利用促進を
図るため､申請手続き
の種類やスマートフォ
ンからでも利用できる
申請を拡充する｡

複数の部局が各業務に
おいて共用する地図
データを一元的に整備
し管理する｢統合型
GIS(地理情報システ
ム)｣を運用する｡また､
公開可能な地図データ
は｢かごしまiマップ｣
で公開し､市民の利便
性向上を図る｡

(実施計画)
･30～33年度
職員に対し､CADソフト
及び電子納品支援シス
テムの操作研修を実施
する｡

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

時間外にも証明書等を
取得することができる
ようになり､市民の利
便性が向上した｡

職員採用試験の申込み
や水道の開始･廃止届
等で活用され､市民の
利便性の向上が図られ
た｡

人事評価システムの導
入により､目標設定か
ら評価までの評価事務
及び評価結果の集計･
分析･活用等が円滑に
行えるようになり､人
事評価制度の効率的･
効果的な運用を図るこ
とができた｡

電算機器等に係る経費
の縮減と使用性向上に
よる水道料金管理業務
及び財務管理業務並び
に滞納管理等業務の効
率化が図られた｡

公開可能な地図データ
を｢かごしまiマップ｣
で公開し､市民の利便
性向上が図られた｡

28年度末現在で､対象
工事の9割以上におい
て電子納品が達成され
た｡

④ ④

④ ④

④ ③

④ ④

④ ④

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

2



(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）
(2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

次期計画
への掲載
の見通し

新規・
継続

目的・概要

関係
部局

主な
関係課

取組の成果№ 施策 具体策
５つの課題を踏
まえた重点取組

具体策
の名称

対象五次総

重点取組に対する対応
状況(※左欄のいずれ
かの取組に☑があるも

のは必須)

現状の課題
・問題点等

課題等に対する
今後の取組等

指標(※設定
できない場
合はその理

由)

28年度末
実績値

33年度末
目標値

期待される効果

活
用
状
況

達
成
度

(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括） (2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

対象

【活用状況】①：検討中
②：準備中又は構築(導入)したばかり、利活用はこれから
③：あまり利活用されなかった
④：一定以上の利活用はされた

【達成度】①：取組が進展せず、計画から外す
②：取組が進展せず、再度計画に載せる
③：一定の成果あり、これ以上の進展は見込めず計画から外す
④：一定の成果あり、継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

参考資料２

地域コミュ
ニティ連携
組織ポータ
ルサイトの
運用

14 1 14
情報セキュ
リティ対策
の推進

☑ 安心・安全
 □ 情報発信
☑ 災害発生時

総務ほ
か

情報シ
ステム
課ほか

13 1 13

設計書･図
面等の電子
化による管
理

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

水道
経営管
理課

情報セキュ
リティ対策
の推進

終了

継続

管財課

16 1 16
WEB会議シ
ステムの導
入

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務
行政管
理課

15 1 15
地籍調査事
務支援シス
テムの構築

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

建設
道路管
理課

18 1 18

鹿児島市水
土里情報シ
ステムの運
用

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

産業
農地整
備課

17 1 17

公共施設マ
ネジメント
システムの
構築

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

企画財
政

 □ 市民等
 □ 庁内

継続 継続19 2
地域のICT
利活用促
進

1

地域コミュ
ニティ連携
組織ポータ
ルサイトの
開設･運用

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時
市民

地域振
興課

地域コミュニティ連携
組織の活動内容等を市
民へ広く公表するとと
もに､地域コミュニ
ティ連携組織･町内会･
市民間の情報交換及び
交流の場となるポータ
ルサイトをインター
ネット上に設け運用す
ることで､特に若い世
代の市民活動への参画
を促進するきっかけづ
くりに取り組み､コ
ミュニティビジョンの
推進を図る｡

ポータルサイトを構
築･開設し運用すると
ともに､設立された地
域コミュニティ協議会
の事務局職員等を対象
に､Facebookのページ
作成等の研修会を開催
した(58協議会中16協
議会参加)｡また､28年
度末現在で6地域のコ
ミュニティ協議会が
ポータルサイトを活用
している｡

(単位:件)
(単位:か所)

ホームペー
ジへのアク
セス数
リンク先数

※ホーム
ページへの
アクセス数
の目標値に
ついては､サ
イト内容の
充実に取り
組む中で他
の事例を参
考にしなが
ら設定する
予定

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅱ

-

-

地域コミュニティ協議
会の活動内容等を紹介
するとともに､同協議
会･町内会などのコ
ミュニティ組織や市民
間の情報交換及び交流
の場となるポータルサ
イトを運用した｡

-

情報資産を安全に守
り､また､ウイルス等に
よるインシデントから
防御するために､機器
の導入やセキュリティ
監査を引き続き行っ
た｡

-

-

-

-

既設の地域コミュニ
ティ協議会において､
ポータルサイトを活用
していない協議会が多
い｡

-

保存データ量の増大に
伴い保存可能容量の枯
渇が見込まれる｡

攻撃の手法は日々新し
くなることから､今後
も新たな脅威に対応す
るため､最新技術の情
報を収集し､対策を行
う必要がある｡

-

-

終了

終了

終了

終了

機器の更新を行い､記
憶容量の増量する｡

今後も最新技術の情報
を収集し､機器の導入
やセキュリティ監査の
内容に反映させること
で､セキュリティの強
化を図る｡

-

-

継続

(単位:　)

(単位:%)

e-ラーニン
グ職員研修
受講率

(単位:　)

(単位:　)

(単位:　)

(単位:　)

2,426件
6か所

100%

-
79か所

91.2%
情報セキュリティの意
識向上

本市が取り組むコミュ
ニティ施策の基本指針
となるコミュニティビ
ジョンの推進が図られ
る｡

情報資産を内外のあら
ゆる脅威から防御する
ため､情報セキュリ
ティ監査､機器の導入､
職員研修などを実施す
る｡実施にあたっては､
新たな脅威に対応する
ため､最新技術の情報
を収集し､対策を行う｡

 □ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

施設に係る書類､図面
及び写真を電子データ
でネットワークディス
クに保管することによ
り関連書類の整理が図
られるとともに､事業
関連課の相互利用が進
められた｡

セキュリティがより強
固なものとなり､情報
漏えいなどに対する安
全性がより高まった｡

地籍調査事務支援シス
テムの導入により､土
地所有者情報等のデー
タ管理が徹底され､よ
り効果的な運用を行う
ことができるように
なった｡

遠隔地にいる複数の職
員同士で会議等を行う
ことができるWEB会議
システムを26年度から
導入し､事務能率の向
上や移動時間の削減が
図られた｡(東京事務所
と本庁での情報共有に
関する連絡会議や危機
管理課と支所での災害
対策本部会議で活用)

29年度にシステムを構
築し､30年3月から運用
開始予定

5支所管内の農道･農業
用水路､里道･水路等の
情報をシステムで管
理･運用できるように
なり､業務の効率化が
図られた｡

④ ③

④ ④

 □ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

④ ③

④ ④

-

未受講の地域コミュニ
ティ協議会及び新たに
設立される協議会を対
象に研修会を開催する
とともに､サイト内容
の充実及び利用促進に
取り組む｡

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅳ

1-1-Ⅱ

④ ③

④ ③

② ③

 □ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内
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(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）
(2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

次期計画
への掲載
の見通し

新規・
継続

目的・概要

関係
部局

主な
関係課

取組の成果№ 施策 具体策
５つの課題を踏
まえた重点取組

具体策
の名称

対象五次総

重点取組に対する対応
状況(※左欄のいずれ
かの取組に☑があるも

のは必須)

現状の課題
・問題点等

課題等に対する
今後の取組等

指標(※設定
できない場
合はその理

由)

28年度末
実績値

33年度末
目標値

期待される効果

活
用
状
況

達
成
度

(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括） (2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

対象

【活用状況】①：検討中
②：準備中又は構築(導入)したばかり、利活用はこれから
③：あまり利活用されなかった
④：一定以上の利活用はされた

【達成度】①：取組が進展せず、計画から外す
②：取組が進展せず、再度計画に載せる
③：一定の成果あり、これ以上の進展は見込めず計画から外す
④：一定の成果あり、継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

参考資料２

公共施設へ
の公衆無線
LAN設置の
促進

オープン
データの推
進

庁内サー
バーの一括
調達による
消費電力及
びCO2の削
減

かごしま環
境未来館
ホームペー
ジの運用

通信環境の
改善促進

20 2 2
通信環境の
改善促進

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務
情報シ
ステム
課

継続 継続

(単位:　)

※整備要望
数を想定す
ることは困
難であり､指
標の設定は
できない｡

22 2 4
かごしまIT
フェスタの
開催

☑ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務
情報シ
ステム
課

終了21 2 3
ICT使用の
メリット広
報

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務
情報シ
ステム
課

ICTに関するイベント
を開催し､子どもから
高齢者まで幅広い市民
のICTに対する関心を
高めるとともに､全て
の人がICTを安心安全
に利用できるようにな
るための初心者向けパ
ソコン教室やセキュリ
ティに関するセミナー
などを実施した｡

-

(単位:　)

(単位:　)

24 2 6
オープン
データ推進
事業

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務
情報シ
ステム
課

-
活用状況の把握が困難
である｡

23 2 5

公共施設へ
の公衆無線
LANスポッ
ト設置の検
討

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務
情報シ
ステム
課

☑ 市民等
☑ 庁内

-

公衆無線LANスポット
の拡充について､観光
や公共交通等の関係部
署と連携し､その必要
性や効果等を検討す
る｡

公開データの利活用促
進方法の検討行うとと
もに活用状況の把握に
努める｡

26 3 2
環境情報シ
ステムの運
用

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時
環境

環境政
策課

2-1-Ⅲ

-

市民や事業者､学校等
に環境に関する情報を
分かりやすく伝えるな
ど､環境学習の促進､環
境保全活動の支援を
行った｡

25 3

環境に配
慮した情
報化の推
進

1

庁内サー
バー統合等
による消費
電力及び
CO2の削減

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

総務
情報シ
ステム
課

-

かごしま観光未来館
ホームページのレイア
ウトや発信内容の見や
すさ

-

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅳ

1-2-Ⅳ

2-1-Ⅰ

2-1-Ⅰ

-

-

携帯電話の不感地区や
光回線の未整備地区な
どが､市内に残ってい
る状況にある｡

-

-

観光施設等への公衆無
線LANスポットの設置
数が十分ではない｡

終了

継続

継続

継続

継続

-

委託業者と協議しなが
ら､ホームページ内の
情報を整理するととも
に､レイアウトなど閲
覧者にとって見やすい
ホームページ作りを
行っていく｡

継続

継続

継続

継続

(単位:箇所)

公衆無線LAN
を導入した
公共施設数

(単位:件)

公開データ
数

(単位:　)

※機器調達
に係る仕様
は30年度以
降に検討す
ることにな
るため､現時
点では設定
することが
できない｡

(単位:件)

ホームペー
ジへのアク
セス数

-

-

95,000

-

18箇所

58件

-

87,582

通信環境の改善､地域
間格差の解消

各課の公衆無線LANの
円滑な運用と観光客等
の利便性の向上

地元ICT企業等がオー
プンデータを利活用し
て､市民生活に便利な
サービス(スマホ用の
アプリなど)を開発す
ることなどにより､地
域経済の活性化や市民
生活の利便性向上など
が期待される｡

消費電力及びCO2の削
減

環境学習の促進や環境
保全活動の支援につな
がる｡

鹿児島市が保有する公
共施設の位置情報等の
公共データについて､
市民や企業等が利活用
しやすいように､商用
利用を含めた二次利用
可能な条件等で公開す
るオープンデータ化を
推進する｡

住民情報系システムの
庁内サーバーの更新を
一括調達で行うととも
に､仮想化技術等によ
りシステム構成を必要
最小限にすることで､
消費電力及びCO2の削
減を図る｡
･更新時期(予定):32年
度

市民や事業者､学校等
に環境に関する情報を
分かりやすく伝えるな
ど､環境学習の促進､環
境保全活動の支援を行
う｡

携帯電話の不感地区や
光回線の未整備地区な
どについて情報収集を
努めるとともに､市民
等からの整備要望につ
いて通信事業者に伝達
するなど､通信環境の
改善を図る｡

公衆無線LAN設置に参
考となる情報を庁内に
提供するなど､観光施
設等の公共施設への公
衆無線LAN設置を支援
する｡

23箇所

78件

☑ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

④

④

④

②

ITフェスタ等を通じて
電子申請等のICT活用
の有効性を広報するこ
とができた｡

地元ICT企業等と連携
しながら幅広い年齢層
の方々にご来場いただ
くように､楽しみなが
らICTを身近に感じる
体験イベント等を実施
し､地元ICT企業のPRや
鹿児島市の情報への取
組を紹介した｡

25年度に､公共施設へ
の公衆無線LAN設置に
関する考え方を整理し
た報告書を作成し､観
光施設等に公衆無線
LANスポットが設置さ
れ､観光客等の利便性
の向上が図られた｡

市民や企業等のICT利
活用を一層促進するた
め､28年7月に市ホーム
ページで公開を開始
し､市民の利便性向上
に寄与することができ
た｡

内部情報系システムに
おいては､市役所WAN端
末を共用することで､
専用端末を廃止し､住
民情報系システムにお
いては､仮想化技術等
により､システム構成
を必要最小限にした｡

27･28年度と､かごしま
観光未来館の来館者数
増､同館ホームページ
のアクセス数増につな
がっており､環境に関
する情報とともに施設
の認知度向上が図られ
た｡

④

④ ④

③

③

④

④

④

☑ 市民等
 □ 庁内

条件不利地域のブロー
ドバンド整備や地上デ
ジタル放送の共聴施設
整備を行うなど､通信
環境の改善に､一定の
成果をあげることがで
きた｡

④ ④

携帯電話の不感地区や
光回線の未整備地区な
どについて情報収集を
努めるとともに､市民
等からの整備要望につ
いて通信事業者に伝達
するなど､通信環境の
改善を図る｡

1-2-Ⅳ

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

4



(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）
(2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

次期計画
への掲載
の見通し

新規・
継続

目的・概要

関係
部局

主な
関係課

取組の成果№ 施策 具体策
５つの課題を踏
まえた重点取組

具体策
の名称

対象五次総

重点取組に対する対応
状況(※左欄のいずれ
かの取組に☑があるも

のは必須)

現状の課題
・問題点等

課題等に対する
今後の取組等

指標(※設定
できない場
合はその理

由)

28年度末
実績値

33年度末
目標値

期待される効果

活
用
状
況

達
成
度

(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括） (2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

対象

【活用状況】①：検討中
②：準備中又は構築(導入)したばかり、利活用はこれから
③：あまり利活用されなかった
④：一定以上の利活用はされた

【達成度】①：取組が進展せず、計画から外す
②：取組が進展せず、再度計画に載せる
③：一定の成果あり、これ以上の進展は見込めず計画から外す
④：一定の成果あり、継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

参考資料２

ゼロエネル
ギー住宅等
整備促進事
業の推進

観光ホーム
ページの運
営

海外旅行会
社等に対す
る｢さきど
り情報｣の
発信

外国人観光
客の受入体
制の整備

明治維新
150年カウ
ントダウン
ホームペー
ジの運営

新規創業者
等の育成支
援

28 4

観光･交流
における
情報化の
推進

1

メールマガ
ジンによる
観光情報発
信の充実

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時

観光交
流

観光プ
ロモー
ション
課

2-1-Ⅱ

3-1-Ⅰ

-27 3 3

ゼロエネル
ギー住宅等
整備促進事
業補助金

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

環境

再生可
能エネ
ルギー
推進課

-

-

30 4 3

海外旅行
エージェン
トに対する
｢さきどり
情報｣の発
信

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時

観光交
流

観光プ
ロモー
ション
課

3-1-Ⅰ

3-1-Ⅰ

29 4 2
観光ホーム
ページの運
営

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時

観光交
流

観光プ
ロモー
ション
課

-

より多くの旅行会社へ
のメール送付と情報内
容等の改善

継続

継続

32 4 5

明治維新
150年カウ
ントダウン
ホームペー
ジの運営

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

観光交
流

観光プ
ロモー
ション
課

3-1-Ⅰ

3-1-Ⅰ

31 4 4
外国人観光
客の受入体
制の整備

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時

観光交
流

観光プ
ロモー
ション
課

今後の設置箇所の検討

-

継続

継続

3-3-Ⅰ33 5

地域産業
における
情報化の
推進

1
新規創業者
等の育成支
援

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

産業
産業創
出課

市内の情報関連企業や
SOHO事業者､新規創業
者等の育成が図られ
る｡

-

観光サポーターの登録
者に対し､友人､知人等
の方々に口コミやブロ
グなどで発信できる観
光情報等をメールマガ
ジンにより発信するこ
とで情報提供を行っ
た｡

運営者である鹿児島観
光コンベンション協会
と連携しながら､HPや
SNSなどを活用し､観光
客等に､より充実した
情報提供を行った｡

外国人観光客の更なる
誘客を促進するため
に､香港･台湾などの旅
行会社等に対して､本
市の旬の情報を掲載し
た｢さきどり情報｣を年
2回メールで配信した｡

外国人観光客のニーズ
の高い本市の観光施設
等について､公衆無線
LANを設置した｡

HPやSNSなどを活用し､
観光客等に､より充実
した情報提供を行っ
た｡

-

継続

終了

継続

継続

継続

継続

継続

-

-

-

更に効果的な情報発信
となるよう､海外誘致
セールス等と連携し､
送付する旅行会社等を
増やすとともに､情報
内容等の改善を図る｡

民間施設の設置状況を
踏まえた上で検討す
る｡

-

-

継続

継続

(単位:件)

HEMS設置の
補助件数

※太陽光発
電システム
との併置が
補助要件

(単位:　)

(単位:件)

ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:件)

メールの送
付件数

(単位:箇所)

公衆無線LAN
を導入した
公共施設数

(単位:件)

ホームペー
ジへのアク
セス数

(単位:人)

セミナー等
の参加者数

※HEMS設置に
対する補助
は､太陽光発
電システムと
の併置を要件
としているも
ので､HEMS単
体に対する補
助の目標値に
ついては設定
することがで
きない｡

2,280,000件

520件

18箇所

30年度
終了予定

700人

384件

2,170,769件

463件

13箇所

53,618件

766人

住宅の省エネ化の促進
と暮らしの低炭素化の
推進が図られる｡

観光客のニーズにあっ
た情報を効果的に発信
することで､本市の更
なる観光振興が図られ
る｡

外国人観光客の誘客促
進

外国人観光客の利便性
の向上

明治維新150年に向け
た取組や歴史資源等を
魅力的かつ分かりやす
く発信することで､本
市の更なる観光振興が
図られる｡

太陽光発電システムと併
設してHEMS(ﾎｰﾑ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼｽﾃﾑ)を設置す
る場合に補助することに
より､住宅の省エネ化を
促進し､暮らしの低炭素
化を推進する｡
※HEMS:空調･照明等の電
力使用量等を個別に計測
し､調整する制御機能を
有し､電力使用量等の｢見
える化｣の機能を有する
もの

観光ホームページを活
用し､その運営者であ
る鹿児島観光コンベン
ション協会と連携しな
がら､観光客等に情報
提供を行う｡

外国人観光客の更なる
誘客を促進するため
に､香港･台湾などの旅
行会社等に対して､本
市の旬の情報を掲載し
た｢さきどり情報｣を年
2回メールで配信する｡

外国人観光客がスマー
トフォンやタブレット
端末を活用し､観光情
報･交通情報などを無
料で気軽に入手できる
ような環境を整備する
ことで､外国人観光客
の利便性の向上を図り
ます｡

30年に迎える明治維新
150年に向け､ホーム
ページを活用して"維
新のふるさと 鹿児島
市"を広く全国にア
ピールする｡

｢ソフトプラザかごし
ま｣及び｢ソーホーかご
しま｣の運営のほか､ビ
ジネスに係るスキル
アップのための各種セ
ミナー､ビジネスチャ
ンスの拡大のための交
流会等を体系的に実施
することにより､市内
の情報関連企業やSOHO
事業者､新規創業者等
の育成支援を行う｡

☑ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
□ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
□ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

外国人観光客の誘客促
進が図られた｡

外国人観光客の利便性
の向上が図られた｡

明治維新150年に向け
た取組や歴史資源等を
魅力的かつ分かりやす
く発信することで､本
市の更なる観光振興を
図ることができた｡

セミナー開催により､
新規創業者等の育成支
援の推進が図られ､一
定の成果をあげること
ができた｡

28年度より事業を開始
し､384件の補助を行
い､住宅の省エネ化の
促進と暮らしの低炭素
化の推進が図られた｡

友人､知人等の方々に
口コミやブログなどで
発信できる観光情報等
を発信することで､本
市の更なる観光振興が
図られた｡

観光客のニーズにあっ
た情報を効果的に発信
することで､本市の更
なる観光振興が図られ
た｡

④ ④

④ ③

④

④ ④

④ ④

④ ④

④ ④

④

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

5



(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）
(2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

次期計画
への掲載
の見通し

新規・
継続

目的・概要

関係
部局

主な
関係課

取組の成果№ 施策 具体策
５つの課題を踏
まえた重点取組

具体策
の名称

対象五次総

重点取組に対する対応
状況(※左欄のいずれ
かの取組に☑があるも

のは必須)

現状の課題
・問題点等

課題等に対する
今後の取組等

指標(※設定
できない場
合はその理

由)

28年度末
実績値

33年度末
目標値

期待される効果

活
用
状
況

達
成
度

(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括） (2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

対象

【活用状況】①：検討中
②：準備中又は構築(導入)したばかり、利活用はこれから
③：あまり利活用されなかった
④：一定以上の利活用はされた

【達成度】①：取組が進展せず、計画から外す
②：取組が進展せず、再度計画に載せる
③：一定の成果あり、これ以上の進展は見込めず計画から外す
④：一定の成果あり、継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

参考資料２

情報関連企
業の立地

34 5 2
情報関連企
業の立地

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時
産業

産業創
出課

3-3-Ⅱ
地域経済の発展や雇用
の拡大につながる｡

-

36 6 2

親子つどい
の広場への
ICTコー
ナー設置

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

健康福
祉

こども
政策課

4-1-Ⅱ

4-1-Ⅱ

35 6

ICTを活用
した子育
て支援の
充実

1
子育て支援
情報サイト
の構築

 □ 安心・安全
☑ 情報発信

 □ 災害発生時

健康福
祉

こども
政策課

子育て支援
情報サイト
の運用

継続

終了

38 7 2

ひとり暮ら
し高齢者宅
等への安心
通報システ
ムの設置

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

健康福
祉

長寿支
援課
障害福
祉課

4-2-Ⅰ

4-2-Ⅱ

継続37 7

ICTを活用
した高齢
化対策の
推進

1

高齢者いき
いき元気塾
における
ICT基礎講
座の実施

☑ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

教育委
員会

生涯学
習課

生涯学習プラザ講座､
地域公民館講座の中
で､インターネット･
メール等に関する学習
の場を設け､ICTに対す
る関心を高めるととも
に､情報セキュリティ
の必要性と安心･安全
な活用法について啓発
する｡

高齢者いき
いき元気塾
における
ICT基礎講
座の実施

継続

 □ 市民等
 □ 庁内

39 8

ICTを活用
した福祉･
医療の充
実

1

市立病院電
子カルテシ
ステムの導
入

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

市立病
院

医事情
報課

4-4-Ⅲ

(単位:　)

継続

終了

システムや機器の保守
期限があり､定期的に
更新していく必要があ
る｡

本市HP企業立地ガイド
において､情報関連産
業の立地につながるよ
う､より｢みやすく｣｢わ
かりやすい｣情報発信
がなされるよう努め
た｡また､補助制度の要
件変更などについて､
適宜､情報更新を実施
した｡

子育て応援ポータルサ
イト(夢すくすくねっ
と)を運用し､子育て支
援に関する情報を提供
したほか､年齢別･地域
別に検索ができるよう
見やすさを工夫した｡

-

現代的な課題に対応し
た講座内容を取り入れ
た｡

-

- 終了

-

-

市民のニーズがあり､
申込者が多い状況にあ
るが､生涯学習プラザ
や公民館ではパソコン
の台数に限りがある｡
また､現代的な課題に
対応していく必要があ
る｡

-

-

-

-

できるだけ多くの市民
に受講してもらえるよ
うに､講座数を増やす
とともに､内容の充実
を図る｡

-

定期的に更新を行って
いく｡

④

④

継続

継続

(単位:件/年
)

立地協定締
結数

(単位:件)

ホームペー
ジのアクセ
ス数

(単位:　)

(単位:講座)

講座数

(単位:　)

2件/年

97,000件

52講座

4件/年

83,149件

51講座

企業訪問活動や企業立
地促進補助金制度のPR
などにより､市外企業
の誘致や地元企業の増
設等による企業立地を
推進し､年間2件以上の
情報関連企業の立地を
目指す｡

子育て応援ポータルサ
イト(夢すくすくねっ
と)の運用し､サイトの
更なる周知を行うこと
で､子育て支援に関す
る情報発信の充実を図
る｡

サイトの更なる周知を
行うことで､子育て支
援に関する情報発信の
充実が図られる｡

ICTに対する意欲や関
心の向上､情報セキュ
リティの必要性と安
心･安全な活用法の定
着

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

親子つどいの広場(4箇
所)にIT情報コーナー
を設置し､子育て支援
情報を提供することが
できた｡

講座等を通して､受講
者のICTに関する理解
が深まり､学んだこと
が生活に生かされてい
ると感じている｡

④ ③

システムの設置によ
り､ひとり暮らし高齢
者等の生活の安全の確
保と不安の解消が図ら
れた｡

電子カルテシステムの
導入により､より総合
的で質の高い診療を提
供できるようになっ
た｡

企業訪問活動や立地後
のフォロー活動によ
り､年間2件の情報関連
企業の立地を達成して
いるが､本市HP企業立
地ガイドも企業への情
報提供手段として活用
されていることから､
一定の貢献をしている
と考えられる｡

子育て応援ポータルサ
イト(夢すくすくねっ
と)を構築し､子育てに
関する情報発信を行っ
たほか､サイトの周知
を図るため､子育てに
関する情報を掲載した
冊子｢かごしま市子育
てガイド｣に記事を掲
載した｡

③

④

④ ③

④

④ ④

④

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内
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(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）
(2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

次期計画
への掲載
の見通し

新規・
継続

目的・概要

関係
部局

主な
関係課

取組の成果№ 施策 具体策
５つの課題を踏
まえた重点取組

具体策
の名称

対象五次総

重点取組に対する対応
状況(※左欄のいずれ
かの取組に☑があるも

のは必須)

現状の課題
・問題点等

課題等に対する
今後の取組等

指標(※設定
できない場
合はその理

由)

28年度末
実績値

33年度末
目標値

期待される効果

活
用
状
況

達
成
度

(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括） (2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

対象

【活用状況】①：検討中
②：準備中又は構築(導入)したばかり、利活用はこれから
③：あまり利活用されなかった
④：一定以上の利活用はされた

【達成度】①：取組が進展せず、計画から外す
②：取組が進展せず、再度計画に載せる
③：一定の成果あり、これ以上の進展は見込めず計画から外す
④：一定の成果あり、継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

参考資料２

安心ネット
ワーク１１
９の登録者
の加入促進

消防緊急通
信指令シス
テムの拡充

SNS等を活
用した防災
情報の発信

インター
ネットを活
用した
１１９番通
報の受理

40 9

ICTを活用
した危機
管理･防災
力の充実

1
デジタル防
災行政無線
の整備

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
☑ 災害発生時

市民
危機管
理課

4-6-Ⅱ

4-6-Ⅰ

4-6-Ⅲ

42 9 3

消防緊急通
信指令シス
テムの再構
築(デジタ
ル化対応)

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
☑ 災害発生時

消防
情報管
理課

市民への周知が不十分
である｡

41 9 2
安心ネット
ワーク１１
９の拡充

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
☑ 災害発生時

消防
情報管
理課

12,000人4-6-Ⅲ

4-6-Ⅲ

4-6-Ⅲ

4-6-Ⅱ

44 9 5
SNS等を活
用した防災
情報の発信

☑ 安心・安全
 □ 情報発信
☑ 災害発生時

消防
情報管
理課

災害などの非常時に最
低限必要な行政サービ
スの提供を維持するこ
とを目的に､国のガイ
ドライン等を踏まえ
て､情報システム･ネッ
トワークの被災時等を
想定した業務継続計画
を策定した｡

鹿児島市内で発生した
火災等の災害､気象情
報等を迅速･確実に配
信した｡

43 9 4
ICT-BCP(業
務継続計
画)の策定

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
☑ 災害発生時

総務ほ
か

情報シ
ステム
課ほか

46 9 7

避難行動要
支援者管理
システムの
導入

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

市民
危機管
理課

今後も､他都市の状況･
動向を注視しながら導
入に向けて検討する｡

45 9 6

インター
ネットを活
用した１１
９番通報の
受理

☑ 安心・安全
 □ 情報発信
☑ 災害発生時

消防
情報管
理課

システムの導入によ
り､聴覚･言語機能障害
者の安心安全及び利便
性の向上が図られる｡

現在､言語･聴覚障害者
の方は､メールやFAXに
よる119番通報は可能
であるが､更に容易に
通報できるシステムに
ついて､情報収集を行
いながら､導入に向け
て検討を行っている｡

-

天候や周囲の状況､地
理的条件などによって
は､屋外スピーカの音
声が聞こえにくい場合
がある｡

26年度に整備を完了
し､27年度から運用を
開始した｡

鹿児島市内で発生した
火災等の災害､気象情
報等を迅速･確実に
メールで配信した｡

27年度に消防緊急通信
指令システムについ
て､デジタル化対応を
含めた再構築を行っ
た｡

終了

継続

継続

終了

継続

継続

終了

-

システムの更新等に伴
い､実情に合わない部
分が出ることから､定
期的に修正を行う必要
がある｡

防災行政無線の補完と
して運用している各種
サービス(防災行政無
線自動電話案内サービ
ス､防災行政無線FAX配
信サービス､安心ネッ
トワーク119)の活用に
ついて周知広報する｡

訓練等を行うことで､
常に最新の計画に更新
していく｡

今後もマスコミなどの
媒体を活用して周知を
図るほか､市民のひろ
ば･消防局ホームペー
ジへの掲載や各種イベ
ント等において周知･
広報を図る｡

地図情報の更新につい
て検討を行う｡

今後もマスコミなどの
媒体を活用した周知､
市民のひろば･消防局
ホームページへの掲
載､各種イベント等で
の加入促進活動を実施
する｡また､加入促進の
チラシを各種イベンや
大型商業施設等で配布
する｡

継続

継続

継続

継続

(単位:　)

(単位:人)

登録者数

(単位:　)

※システム
の機能拡充
を検討する
ものである
ため､指標を
設定するこ
とができな
い｡

(単位:　)

(単位:人)

フォロワー
数

(単位:シス
テム)

システム構
築数

(単位:　)

-

1システム-

1,000人

-

927人

多くの市民が登録する
ことで､火災やその他
の災害から自分自身の
身を守ることができ､
また､災害予防の啓発
にもつながり､安心安
全が図られる｡

市民の生命･身体･財産
について､災害等によ
る被害の軽減が期待さ
れる｡

9,660人

Facebookを活用し､災
害に関する情報や気象
情報を発信すること
で､市民の防災意識に
対する高揚を図る｡

聴覚･言語機能障害者
からの音声によらない
119番通報が可能なシ
ステムの導入を推進す
る｡

多くの市民に周知する
ことで､市民が積極的
に防災情報を収集する
ことができ､防災意識
の高揚が図られる｡

 □ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

④ ③

④ ④

④ ④

④ ③

④

防災情報や弾道ミサイ
ルの情報などの緊急情
報における市民への情
報伝達体制が強化され
た｡

多くの市民が鹿児島市
で発生した火災等の災
害や気象情報を迅速･
確実に知ることで､生
命･身体･財産を保護し
被害の軽減が図られる
ことから､登録者の加
入促進を行う｡

市民の生命･身体･財産
を災害等から保護し､
被害の軽減につなげる
ために､消防緊急通信
指令システムの機能拡
充について検討する｡

25年度にシステムを更
新するとともに､安心
ネットワーク１１９登
録者の加入促進を行っ
たが､登録者数は28年
度末で目標値の96.6%
に達しており､市民の
安心安全に対して一定
の成果をあげることが
できた｡

消防緊急通信指令シス
テムのデジタル化対応
を含めた再構築を行っ
た結果､システムの安
定稼働が図られた｡

ICT-BCP初動版の策定
及び訓練を行うこと
で､非常時の対応につ
いて手順の確認ができ
ている状況にある｡

25年9月のシステム更
新に伴い､迅速な情報
配信が可能となった｡
〔28年度末〕
･フォロワー数:927人

29年3月に総務省消防
庁より､聴覚･言語機能
障害者からの音声によ
らない通報を可能にす
るシステムの導入を推
進することが示された
ことから､情報収集を
行いながら､導入に向
けて検討を行ってい
る｡

地図情報を利用した避
難行動要支援者管理シ
ステムを導入したこと
で､これまでより名簿
管理を効率的に行うこ
とができるようになっ
た｡

市民への周知が不十分
である｡

他都市の一部が既に運
用しているシステムの
仕様は､総務省消防庁
から示された技術的仕
様に適合していない｡

地図情報が古くなって
いくため､適切な時期
に更新が必要

-

④

① ②

④ ③

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内
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(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）
(2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

次期計画
への掲載
の見通し

新規・
継続

目的・概要

関係
部局

主な
関係課

取組の成果№ 施策 具体策
５つの課題を踏
まえた重点取組

具体策
の名称

対象五次総

重点取組に対する対応
状況(※左欄のいずれ
かの取組に☑があるも

のは必須)

現状の課題
・問題点等

課題等に対する
今後の取組等

指標(※設定
できない場
合はその理

由)

28年度末
実績値

33年度末
目標値

期待される効果

活
用
状
況

達
成
度

(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括） (2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

対象

【活用状況】①：検討中
②：準備中又は構築(導入)したばかり、利活用はこれから
③：あまり利活用されなかった
④：一定以上の利活用はされた

【達成度】①：取組が進展せず、計画から外す
②：取組が進展せず、再度計画に載せる
③：一定の成果あり、これ以上の進展は見込めず計画から外す
④：一定の成果あり、継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

参考資料２

学習用･校
務用機器等
の整備

ICT支援員
の派遣

情報教育
(情報モラ
ル等)の充
実

消費生活学
習資料の作
成･配布

ICT基礎講
座の実施

生涯学習情
報システム
(キュート
ピア･ネッ
ト)の利便
性向上

5-1-Ⅱ

5-1-Ⅱ

新たに示さ
れる国の整
備方針を受
けて決定す
る｡

教員85%
児童生徒70％

5-1-Ⅳ

継続

(単位:　)

☑ 市民等
 □ 庁内

5-1-Ⅳ
4-5-Ⅳ

48 10 2
ICT支援員
の派遣

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

教育委
員会

学習情
報セン
ター

47 10

学校にお
ける情報
教育の充
実

1
学習用･校
務用機器等
の整備

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

教育委
員会

学習情
報セン
ター

消費生活学
習資料の作
成･配布

☑ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

市民
消費生
活セン
ター

50 10 4

インター
ネットの安
全利用に関
する啓発

☑ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

教育委
員会

青少年
課

49 10 3

情報教育
(情報モラ
ル等)の充
実

☑ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

教育委
員会

学習情
報セン
ター

53 11 2

生涯学習情
報システム
(キュート
ピア･ネッ
ト)の利便
性向上

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

教育委
員会

生涯学
習課

安定的なシステム運用
のため､地域公民館や
スポーツ施設の業務端
末を年次的に更新す
る｡また､回線や周辺機
器等についても計画的
に更新を行い､キュー
トピアネット利用者の
利便性向上を図る｡

52 11
生涯学習
における
ICT活用

1
ICT基礎講
座の実施

☑ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

教育委
員会

生涯学
習課

若年層の消費者トラブ
ルを未然に防止するた
め､小･中学生向け学習
資料の作成･配布およ
びデジタルコンテンツ
教材の活用促進など､
消費者啓発の充実を
図った｡

現代的な課題に対応し
た講座内容を取り入れ
た｡

51 10 5

5-2-Ⅲ

5-2-Ⅲ - 継続

5-1-Ⅳ

-

④ ④

情報モラル指導に関す
る教職員向け研修講座
の実施とKEIネットに
よる教材配信を行っ
た｡

フィルタリング設定や
家庭内ルールに関する
記事を掲載したリーフ
レットを市内全小･中･
高等学校へ配布し､児
童生徒と保護者への啓
発を行った｡

- 継続

継続

継続

終了

継続

継続

継続

専門家による教職員研
修会の実施､児童生徒
用の情報モラル教材の
配信

今後示される国の整備
基準に鑑みて整備計画
を立案し､計画的かつ
段階的に整備･更新を
行っていく｡

各校の教師･児童生徒
のニーズを把握し､そ
れに沿った支援を行う
とともに､全ての学校
に対し計画的できめ細
やかな支援に努める｡

継続

継続

継続

継続④ ④

(単位:%)

文科省｢教員
のICT活用指
導力｣チェッ
クリスト

(単位:%,)
(単位:時間)

情報教育(情
報モラル等)
の実施校及
び実施時間
数

(単位:部)

消費生活学
習資料の作
成･配布

(単位:講座)

講座数

(単位:件)

キュートピ
アネットア
クセス件数

(単位:%)

児童､生徒一
人当たりの
パソコン整
備率 2.62人に1台

100%
26時間

13,500部

228講座

※28年度は
システムを
更新したば
かりで大幅
増となった
が､今後の推
移が想定で
きないため､
現時点では
設定できな
い｡

教員78.2%
児童生徒
63.1%

98.5%
25.2時間

13,800部

221講座

472,181件

全ての学校で､各教科･
領域の年間指導計画に
位置づけて実施するこ
とで､情報モラル･情報
セキュリティに対する
意識と理解が深まる｡

タブレットコンピュー
タを含めICT機器の計
画的な整備と拡充を図
り､安心安全な教育用
ネットワーク機器等の
維持管理を行う｡

児童生徒の情報活用能
力及び教職員のICT活
用指導力の向上のた
め､ICT支援員を派遣
し､学校での校内研修
や授業支援を行う｡

児童生徒等の情報セ
キュリティに対する意
識と理解を深めるとと
もに､情報モラルの向
上を図る｡

若年層の消費者トラブ
ルを未然に防止するた
め､小･中学生向け学習
資料を作成･配布し､消
費者啓発の充実を図
る｡

生涯学習プラザ講座､
地域公民館講座や小･
中学校の家庭教育学級
の中で､インターネッ
ト･メール等に関する
学習の場を設け､ICTに
対する関心を高めると
ともに､情報セキュリ
ティの必要性と安心､
安全な活用法について
啓発する｡

若年層の消費者トラブ
ルを未然に防止し､消
費者啓発の充実が図ら
れる｡

ICTに対する意欲･関心
の向上､情報セキュリ
ティの必要性と安心･
安全な活用法の定着

市民の利便性向上

児童生徒の情報活用能
力の育成､教科指導に
おけるICT活用の推進

ICT支援員派遣やデジ
タルコンテンツ等の配
信により､教員のICT活
用指導力の向上が図ら
れる｡

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

市の施設(公民館､ス
ポーツ施設等)への照
会､申し込み等に多数
の方々が利用してお
り､生涯学習活動の活
性化に寄与するなど一
定の成果をあげること
ができた｡

各学校において､講演
会や学級PTA等で､フィ
ルタリング設定や家庭
内ルールを取り上げる
機会が増加し､イン
ターネットの安全利用
に関する啓発を行うこ
とができた｡

当初目標とした学習資
料の作成･配布部数を
達成し､若年層への消
費者啓発の充実が図ら
れた｡

講座等を通して､受講
者のICTに関する理解
が深まり､学んだこと
が生活に生かされてい
ると感じている｡

市民のニーズがあり､
申込者が多い状況にあ
るが､生涯学習プラザ
や公民館ではパソコン
の台数に限りがある｡
また､現代的な課題に
対応していく必要があ
る｡

通信環境がよくない地
域などがあり､利用者
等に支障をきたすこと
がある｡

パソコン等の整備によ
り､児童生徒の情報活
用能力の育成及び教科
指導におけるICT活用
の推進が図られた｡
〔28年度〕
･教育用PC:19,495台
(うちﾀﾌﾞﾚｯﾄ:8,010台)
･PC1台あたりの児童生
徒数:2.62人

ICT支援員派遣やデジ
タルコンテンツ等の配
信により､教員のICT活
用指導力の向上が図ら
れた｡
〔28年度〕
ICT支援員(2人)
･年間派遣校数:76校
･派遣回数:113回
･支援を受けた教職
員:1,546人
･支援を受けた児童生
徒数:1,124人

情報モラル指導に関す
る教職員向け研修講座
の実施と教材の配信に
より､児童生徒等の情
報セキュリティに対す
る意識と理解が深ま
り､情報モラルの向上
が図られた｡

内容が｢情報教育の充
実｣との重なりが多く､
総合的に取り組む方が
効果が高いと考えられ
る｡今後は｢情報教育の
充実｣の取組の中で､
ネットトラブルやネッ
トいじめ等の具体例を
生かした未然防止の在
り方について啓発等を
行っていく｡

-

できるだけ多くの市民
に受講してもらえるよ
うに､講座数を増やす
とともに､内容の充実
を図る｡また､家庭教育
学級では､今後も必要
課題として計画するよ
う依頼していく｡

公民館等について､順
次､機器の更新や通信
環境の改善を図ってい
く｡

導入した機器等の適切
な維持管理や計画的な
リース更新及び整備後
14年を経過し老朽化し
ているネットワーク機
器等の更新

タブレットPCなど更新
した機器等の操作及び
活用に関する教師及び
児童生徒に対する支援
の充実

状況の変化が著しいイ
ンターネットやSNSに
関する様々なトラブル
に対する教職員の理解
と指導力の向上

県によるアンケートの
項目が変更され､これ
までとの比較ができ
ず､設定率の正確な把
握が難しくなった｡ま
た､実際に起きたネッ
トトラブルやネットい
じめは､フィルタリン
グ設定によって回避で
きる事例ばかりではな
い｡

-

④ ④

④ ④

④ ④

④ ③

④ ④

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内
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(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括）
(2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

次期計画
への掲載
の見通し

新規・
継続

目的・概要

関係
部局

主な
関係課

取組の成果№ 施策 具体策
５つの課題を踏
まえた重点取組

具体策
の名称

対象五次総

重点取組に対する対応
状況(※左欄のいずれ
かの取組に☑があるも

のは必須)

現状の課題
・問題点等

課題等に対する
今後の取組等

指標(※設定
できない場
合はその理

由)

28年度末
実績値

33年度末
目標値

期待される効果

活
用
状
況

達
成
度

(1) 第三次地域情報化計画（具体策毎の総括） (2) 次期地域情報化計画（掲載検討施策）

対象

【活用状況】①：検討中
②：準備中又は構築(導入)したばかり、利活用はこれから
③：あまり利活用されなかった
④：一定以上の利活用はされた

【達成度】①：取組が進展せず、計画から外す
②：取組が進展せず、再度計画に載せる
③：一定の成果あり、これ以上の進展は見込めず計画から外す
④：一定の成果あり、継続して又は内容を見直して再度計画に載せる

参考資料２

図書館電算
システムの
運用促進

ストックマ
ネジメント
システムの
導入

55 12
文化情報
の発信

1

かごしまデ
ジタル
ミュージア
ムの充実

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

市民
文化振
興課

 □ 市民等
 □ 庁内

終了機器の老朽化

54 11 3
図書館電算
システムの
運用

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

教育委
員会

図書館

57 13 2
指定道路図
等の整備

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

建設
建築指
導課

･局全体で共通認識を
持って､調整しながら作
業を進める｡
･各所管課の役割を明確
にする必要がある｡
･施設設備に係る既存
データ･財務データ等の
流用で済ますことができ
れば､職員による入力作
業の重複を防げる｡
･導入に際しては国の動
き等も踏まえて対応す
る｡また､鹿児島市公共施
設管理計画における長寿
命化計画･ダウンサイジ
ングなど市事業計画との
整合性を図る｡
･国は､下水道事業計画に
管理の視点(改築･維持･
修繕の優先順位や財源の
見通し)を追加した下水
道事業管理計画に変更す
る予定のため､ストック
マネジメントシステムと
の連携が必要である｡
･長寿命化計画の策定に
当たり､実施した点検･調
査結果等のデータベース
化､データの蓄積･活用を
図り､ストックマネジメ
ントへ発展させることが
重要である｡

-

-56 13

都市基盤
施設にお
けるICT活
用

1

ストックマ
ネジメント
システムの
導入

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

水道

経営管
理課
水道整
備課
下水道
建設課

 □ 市民等
☑ 庁内

継続

終了

基本計画の策定とシス
テム構築のための情報
収集等を行った｡

本市の保有する建築基
準法上の道路に関する
情報を地図データとし
て整備し､｢かごしまi
マップ｣で公開したこ
とで､市民の利便性向
上に寄与することがで
きた｡

59 14 2

観光バス･
観光電車へ
の公衆無線
LAN(無料ワ
イファイ)
整備

 □ 安心・安全
 □ 情報発信
 □ 災害発生時

交通

バス事
業課
電車事
業課

-

58 14

ICTを活用
した交通
環境の充
実

1
新電車運行
情報システ
ムの導入

 □ 安心・安全
☑ 情報発信
☑ 災害発生時

交通
電車事
業課

6-3-Ⅳ -

終了

終了

-

-

5-2-Ⅲ

5-3-Ⅰ

6-2-Ⅳ

6-2-Ⅲ

6-3-Ⅳ

-

-

-

事故等の際に､電停の
電車接近表示機に情報
を掲示している｡

-

④ ④ 継続

国や市･他都市の情報
収集､システムを導入
した場合のイニシャル
コスト､ランニングコ
スト､費用対効果の検
討､問題点の整理を行
う｡

-

-

継続

継続

(単位:%)

予約全体に
対するシス
テム(イン
ターネット･
館内端末機)
を通じた予
約率

71.9%70.2%

-

インターネットを通じ
ての蔵書検索､予約､利
用状況確認等のサービ
スを提供し､市立図書
館及び地域公民館図書
室利用者の利便性向上
を図ることにより､生
涯学習におけるICT活
用の促進に寄与する｡

(単位:　)

(単位:　)

※現在､構築
仕様書作成
中のため､指
標を設定す
ることがで
きない｡

(単位:　)

(単位:　)

(単位:　)

 □ 市民等
 □ 庁内

上下水道施設の状態を
客観的に把握､評価し､
中長期的な予測を基に
計画的かつ効率的に施
設を管理する手法を導
入する｡

 □ 市民等
 □ 庁内

 □ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

図書館電算システムを
安定的に運用し､蔵書
管理､貸出､返却業務の
他､館内端末機やイン
ターネットを通じての
蔵書検索､予約､利用状
況確認等のサービスを
提供することにより､
市立図書館及び地域公
民館図書室利用者の利
便性向上を図る｡

観光客等がスマート
フォン等で観光情報を
入手できる環境を整備
することで､観光客等
の利便性の向上が図ら
れた｡

システムを通じた予約
件数は､当初の目標値
を大幅に上回ったこと
から､図書館及び地域
公民館図書室利用者の
利便性向上が図られ､
生涯学習におけるICT
活用の促進に寄与する
ことができた｡

24年度に目標としたア
クセス数を達成したた
め､更なるアクセス数
の向上を目標に取り組
んたことで､情報提供
の推進が図られた｡

より多くの方にイン
ターネットを通じた蔵
書検索､予約､利用状況
確認等のサービスを利
用してもらうことが課
題である｡

図書館電算システムを
安定的に運用する中
で､蔵書検索､予約､利
用状況確認等のサービ
スの利用促進を図る｡

② ②

④ ③

④ ③

29年10月に新たな機器
に更新予定

電車本部における運行
車両の現在位置確認
や､事故等の際の電停
に設置している電車接
近表示機への情報掲示
を行うことにより､利
用者の利便性の向上が
図られた｡

④ ③

④ ③

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

 □ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
☑ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内

☑ 市民等
 □ 庁内
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鹿児島市の情報化に関する市民意識調査について（調査結果概要）

１．目的

現行の第三次地域情報化計画の期間終了を平成 29 年度末に控え、本市の情報化のあるべき姿と進む

べき方向についての基本的な指針となる次期地域情報化計画の策定に活用するため、市民意識調査を行

う。

２．調査対象者

16 歳以上 80 歳未満の鹿児島市民を対象に総数 3,500 名を抽出。

抽出は、住民基本台帳により平成 28 年 4 月現在の年齢階層別、男女別、地区別人口構成に応じ無作

為に抽出。

３．調査方法

調査票の郵送配付、郵送・電子申請での回収による無記名のアンケート調査

４．調査期間

平成 28 年 8月 1日～8月 26 日

５．有効回答数

1,664 件（47.5％）

６．概要

(1) 情報通信機器の保有状況（世帯）

情報通信機器 23 年度調査 28 年度調査 増減 全国

27 年度調査

パソコン 56.0% 60.7% 4.7 76.8%

スマートフォン型の携帯電話 13.2% 60.0% 46.8 72.0%

携帯電話（スマートフォン除く） 79.0% 52.1% △26.9 63.6%

タブレット型端末 4.3% 27.8% 23.5 33.3%

   ※23年度調査では「携帯電話」「ＰＨＳ」が分かれていたため、表の値は合算値で表示

(2) 自宅でのインターネット接続回線

接続回線 23 年度調査 28 年度調査 増減 全国

27 年度調査

携帯電話回線 5.1% 50.0% 44.9 51.9%

光回線 57.0% 46.8% △10.2 58.7%

ＤＳＬ回線（ＡＤＳＬなど） 10.0% 5.8% △4.2 6.5%

ケーブルテレビ回線 2.4% 3.7% 1.3 18.9％

   ※28 年度調査の「携帯電話回線」は、「サービス名に「４Ｇ」、「ＬＴＥ」、「Ｘｉ」や「ＷｉＭＡＸ」

がつくもの」（35.7％）と「サービス名に「３Ｇ」や「ＦＯＭＡ」がつくもの」（14.3％）の合算値

   ※23年度調査は、自宅のパソコンを使ってインターネット接続する世帯のうち、パソコンを使って接

続する回線

  ※全国の調査は、自宅のパソコン等からインターネットを利用する世帯に占める割合

(3) インターネット利用率（個人）

  前回 23 年度と比較して、本市の個人利用率は、72.5％から 76.5％と増加しているが、全国平均と

比較して 6.5ポイント下回っている。

(4) その他主な質問についての回答状況

質問内容 回答が多い項目

1 小中学生の子ども専用

のタブレット型端末保

有に対する不安

少し不安を感じる（41.5%）

不安を感じる（26.8%）

あまり不安を感じない（9.8%）

2 インターネットで利用

するサービス

天気予報の利用（65.3%）

電子メールの受発信（61.4%）

ニュースサイトの利用（55.0%）

3 インターネット利用で

の不安等

個人情報の保護に不安がある（53.7％）

ウィルスの感染が心配である（52.7％）

迷惑メールが来ること（38.2％）

4 ＳＮＳの利用 LINE（47.8%）

Facebook（20.2%）

Twitter（11.7%）

5 情報化の利用状況 市のホームページ（31.8%）

鹿児島市総合案内コールセンター（サンサンコールかごしま）（19.7%）

市立図書館ホームページ等の蔵書検索、予約、利用確認等のサービス（8.0%）

6 情報通信技術を活用す

べき施策

健康・医療の充実（33.1％）

高齢化対策の推進（30.0％）

子育て環境の充実（22.5％）

7 公共施設での無料 WiFi

サービス

観光施設（31.1%）

避難所（17.4%）

公共交通機関（15.0%）

8 情報化に対する不満や

不安

個人情報が漏えいしプライバシーが侵される（59.0％）

ネットワーク犯罪が増加する（50.0％）

パソコンなどを利用できる人とできない人との間に格差が生じる（44.2％）

参考資料３



第五次鹿児島市総合計画 

次期鹿児島市地域情報化計画 骨子（施策） 基本施策 基本目標 

次期鹿児島市地域情報化計画 骨子案                 

基本方針 

低炭素社会の構築 １ 

循環型社会の構築 ２ 

うるおい空間の創出 ３ 

生活環境の向上 ４ 

地域特性を生かした観光・交流の推進 １ 

中心市街地の活性化 ２ 

地域産業の振興 ３ 

農林水産業の振興 ４ 

少子化対策・子育て支援の推進 １ 

高齢化対策の推進 ２ 

きめ細かな福祉の充実 ３ 

健康・医療の充実 ４ 

生活の安全性の向上 ５ 

総合的な危機管理・防災力の充実 ６ 

学校教育の充実 １ 

生涯学習の充実 ２ 

市民文化の創造 ３ 

スポーツ・レクリエーションの振興 ４ 

人権尊重社会の形成 ５ 

機能性の高い都市空間の形成 １ 

快適生活の基盤づくり ２ 

市民活動を支える交通環境の充実 ３ 

地域社会を支える協働・連携の推進 １ 

自主的・自立的な行財政運営の推進 ２ 

①市民と行政が拓く 
協働と連携のまち 

 
【信頼・協働政策】 

②水と緑が輝く 
人と地球にやさしいまち 

 
【うるおい環境政策】 

③人が行き交う 
魅力とにぎわい 
あふれるまち 

【にぎわい交流政策】 

④健やかに暮らせる 
安全で安心なまち 

 
【すこやか安心政策】 

⑤学ぶよろこびが広がる 
誇りあるまち 

 
【まなび文化政策】 

⑥市民生活を支える 
機能性の高い快適なまち 

 
【まち基盤政策】 

１ 電子行政の推進 

２ 地域のＩＣＴ利活用促進 

Ⅰ 信頼・協働 

３ 環境に配慮した 
ICT利活用の推進 

Ⅱ うるおい環境 

５ 地域産業における 
ＩＣＴ利活用の推進 

４ 観光・交流における 
ＩＣＴ利活用の推進 

Ⅲ にぎわい交流 

６ 子育て支援における 
ＩＣＴ利活用の推進 

８ 危機管理・防災における    
ＩＣＴ利活用の推進 

７ 健康・福祉・医療における 
ＩＣＴ利活用の推進 

Ⅳ すこやか安心 

９ 学校教育・生涯学習等における 
ＩＣＴ利活用の推進 

Ⅴ まなび文化 

10 都市基盤・公共施設における 
ＩＣＴ利活用の推進 

Ⅵ まち基盤 

地域情報化推進における課題の変化 

今後の課題 

第三次計画の課題 

【課題１】 
スマートフォンやソーシャルメディア
等の効果的な活用の検討 

【課題２】 
ICTリテラシーの向上とデジタルデバ
イドの解消 

【課題４】 
新たな情報化のメリットを実現する方
策の検討 

【課題３】 
情報セキュリティの強化や災害・防災
に係る情報提供の更なる充実 

【課題５】 
電子行政等を推進する更なる取組 

【課題１】 
全世代において、情報活用力の向上や
個人情報の漏えい対策など安心・安全
なICTの利活用推進 

【課題２】 
FacebookやTwitterなどSNSを活用
した市民への情報発信とコミュニケー
ション 

【課題４】 
災害発生時等のホームページ、SNSな
どインターネットを通じた情報提供の
あり方検討 

【課題３】 
｢みやすい｣、｢わかりやすい｣ホーム
ページの実現に向けた更なる取組 

【課題５】 
災害発生時等に業務を継続して実施す
るための取組 

 
①市民生活を安心・安全で
 豊かにするためのＩＣＴ 
 利活用 
【対応課題･･･１・３・４・５】 

 

 
②地域の産業振興のための
 ＩＣＴ利活用 
【対応課題･･･１・４・５】 

 

 
③電子行政等の推進と地域
 づくりのためのＩＣＴ 
 利活用 
【対応課題･･･１～５】 

 
 
 
④ＩＣＴリテラシー向上と
 デジタルデバイド対策 
【対応課題･･･２・４・５】 
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第三次鹿児島市地域情報化計画 体系図
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平成１０年度

２００３
平成１５年度

２００８
平成２０年度

２０１３
平成２５年度

２０１８
平成３０年度

２００７
平成１９年度

２０１２
平成２４年度

２０１７
平成２９年度

２０２１
平成３３年度

鹿児島市地域情報化計画

鹿児島市

地域ITプラン21

第二次鹿児島市

地域情報化計画

第三次鹿児島市

地域情報化計画

次期鹿児島市

地域情報化計画

庁 内 庁 外

鹿児島市地域情報化推進本部

本部長、副本部長＝副市長

各局長、教育長、企業管理者等

各部会

各会長＝各局長

幹事会

幹事長＝総務部長

各局庶務担当課長等

調査・検討(所管局) 調査・検討(全局横断的)

推進本部幹事会

ワーキンググループ

現状・問題点の洗い出し

事務局＝情報システム課

鹿児島市地域情報化

推進委員会

学識経験者等

公募市民

計画策定支援委託業者

意見・提言

※体制図中の〔 〕内は構成員

次期鹿児島市地域情報化計画策定事業について

１．計画の経過等

  

２．事業の概要

第三次地域情報化計画（平成２５～２９年度）の終了後も、引き続き地域情報化を推進するた

め国の動向や最新の情報通信技術などを踏まえ、本市情報化推進の指針となる新たな計画（平成

３０～３３年度）を策定する。

※第五次鹿児島市総合計画の後期基本計画との整合性を図るため計画終了年度を平成３３年度と

する。

    

３．策定体制

４．平成２９年度策定スケジュール

※網掛けは実施済(今回分含む)

会議等 実施時期（予定）

①地域情報化推進本部会議 第１回(5/31)、第２回(8/21)、第３回(11月)、第４回(H30.2月)

②地域情報化推進委員会 第１回(6/8)、第２回(8/28)、第３回(11月)、第４回(H30.1月)

③パブリックコメント 12月～H30.1月

④次期計画完成 H30.3月
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